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一 作成趣旨・概要 

 

１ はじめに 

県では、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会の実現のため、その基本理念や実現に向けた方策を掲げた「障害を理

由とする差別を解消し障害のある人もない人も共生する社会づくり条例（令和３年宮城

県条例第３１号。以下「県条例」という。）」を令和３年３月に制定しました。 

県条例は、障害を理由とする差別の解消について、基本理念を定め、県や県民、事業者

の責務や障害者団体の役割を明らかにするとともに、県が実施する施策の基本事項を定

めており、令和３年４月１日から施行されます。 

また、手話を言語として認識し、手話及びろう者に対する理解の促進と手話の普及を図

り、ろう者が手話を使用して暮らしやすい地域社会の実現を目指す「手話言語条例（令和

３年宮城県条例第３２号）」についても、同時に施行されます。 

このガイドラインは、県条例に規定している内容について、その考え方を示すために策

定したものであり、相談対応や紛争解決に当たり、県条例を解釈する際の指針となるもの

です。 

障害や障害のある人に対する理解を深め、障害の有無によって分け隔てられることな

く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を目指す指針として、このガイド

ラインをご活用願います。 

 

２ 条例制定の背景 

障害のある人の権利に関する包括的・総合的な国際条約として「障害者の権利に関する

条約（以下「障害者権利条約」という。）」が国際連合において平成１８年に採択され、平

成２０年に発効しました。 

我が国においても、平成１９年に障害者権利条約に署名した後、障害者権利条約の批准

に向けて、「障害者基本法」の改正、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律」、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」及び

「障害を理由とする差別の推進に関する法律（以下「障害者差別解消法」という。）」の制

定等、関係法令の整備が行われ、平成２６年に障害者権利条約の批准が行われました。 

こうした中、県では、障害のある人のための施策に関する県の基本計画である「みやぎ

障害者プラン」を平成３０年に策定し、重点施策の一つとして、障害を理由とする差別の

解消を掲げ、障害を理由とする差別の解消に関し、合理的配慮の提供や普及啓発、広報活

動等の施策を推進し、障害のある人の社会参加や自立を進めてきました。 

そして、障害を理由とする差別の解消を図るためには、県民一人一人が、障害について

理解を深め、差別解消を自らの責務として捉え、行動することが大切であるとの考えの下、
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障害者差別解消法の補完と情報保障の推進など共生社会の実現に向けた施策を柱とした

条例（県条例）を新たに制定することにしました。 

 

３ 目的 

障害者差別解消法や県条例では、「障害を理由とする差別の禁止」として、 

① 障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止 

② 合理的配慮の提供義務 

を規定しています。 

 

○県条例 

（障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 何人も、障害のある人及びその家族その他の関係者に対し、障害を理由

とする不当な差別的取扱い（障害を理由として、正当な理由がなく、商品、サ

ービス若しくは各種の機会の提供を拒否すること、その提供に当たって場所、

時間帯等を制限すること又は障害のない人に対して付さない条件を付すこと

その他の障害のない人と異なる不利益な取扱いをすることをいう。）をするこ

とにより、これらの者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 県及び事業者は、その事務又は事業を行うに当たり、障害のある人から現に

社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明（障害のある人の家族その

他の関係者が当該障害のある人を補佐して行う意思の表明を含む。）があった

場合において、当該障害のある人と建設的な対話を行い、その実施に伴う負担

が過重でないときは、障害のある人の権利利益を侵害することとならないよ

う、当該障害のある人の性別、年齢、障害の状態等に応じて、社会的障壁の除

去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

３ 県民は、前項の配慮に関し県又は当該事業者から必要な協力を求められた場

合には、これに応ずるよう努めるものとする。 

 

  このガイドラインは、障害を理由とする差別を未然に防止するとともに、障害や障害の

ある人への理解を深めていただくために策定するものです。 

このガイドラインには、様々な障害について、その特性や配慮すべき事項を説明すると

ともに、障害を理由とする不当な差別的取扱いや合理的配慮について、その基本的な考え

方や具体例を記載しております。 



7 

 

  障害を理由とする差別は、障害や障害のある人に関する理解不足が原因と考えられる

ことが少なくありません。このガイドラインを通じて、障害や障害のある人に対する関心

と理解を深めていただきますようお願いします。 

 

４ 条例の対象範囲 

（１）障害のある人 

県条例では、「障害のある人」を、「身体障害、知的障害、発達障害を含む精神障害、

難病に起因する障害その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者

であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を

受ける状態にあるもの」と定義しています。 

 

○県条例 

 （定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

一 障害のある人 身体障害、知的障害、発達障害を含む精神障害、難病に起

因する障害その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある

者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

 

これは、定義の仕方に若干の差異はあるものの、障害者基本法や障害者差別解消法で

定義している「障害者」と同じであり、「障害のある人が日常生活又は社会生活におい

て受ける制限は、障害のみに起因するのではなく、社会における様々な障壁と相対する

ことによって生ずるもの」という、いわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえています。 

したがって、条例が対象とする「障害のある人」は、いわゆる障害者手帳の所持者に

限られません。 

なお、「継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」には、

「断続的又は周期的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」

が含まれます。 

また、特に、障害のある女性は、障害に加えて女性であることで、さらに複合的に困

難な状況に置かれている場合があること、障害児には、成人の障害のある人とは異なる

支援の必要性があることに留意しなければなりません。 
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（２）事業者 

県条例の対象となる「事業者」は、県の区域内において、商業その他の事業を行う者

（国、独立行政法人、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）であり、目的の営

利・非営利、個人・法人の別を問わず、同種の行為を反復継続する意思をもって行う者

です。 

○県条例 

 （定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

二 事業者 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五

年法律第六十五号）第二条第七号に規定する事業者のうち、県の区域内にお

いて商業その他の事業を行う者をいう。 

 

したがって、例えば個人事業主や対価を得ない無報酬の事業を行う者、非営利事業を

行う社会福祉法人や特定非営利活動法人も対象となります。 

 

（３）何人も 

県条例での、「何人も」とは、障害の有無にも、個人・法人の別にも、営利・非営利

の別にかかわらず、県、県民、事業者を含むあらゆる人を指します。 

 

○県条例 

  （障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 何人も、障害のある人及びその家族その他の関係者に対し、障害を理

由とする不当な差別的取扱い（障害を理由として、正当な理由がなく、商品、

サービス若しくは各種の機会の提供を拒否すること、その提供に当たって場

所、時間帯等を制限すること又は障害のない人に対して付さない条件を付す

ことその他の障害のない人と異なる不利益な取扱いをすることをいう。）をす

ることにより、これらの者の権利利益を侵害してはならない。 

 

なお、障害者差別解消法では、障害を理由とする差別の禁止の主体として｢行政機関
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等及び事業者」を規定しており、県条例の方が差別禁止の主体を広く規定しています。 

 

（４）その家族その他の関係者 

   県条例では、障害のある人に対する差別を禁止するとともに、障害のある人の家族や、

その他の関係者に対する差別についても、同様に禁止しています。 

ここでいう、「その他の関係者」とは、例えば、同行援護や意思疎通支援を行うなど、

障害のある人を支援する者のことです。 

なお、障害者差別解消法では、障害を理由とする差別の禁止の対象は｢障害者」のみ

を規定しており、県条例の方が差別禁止の対象を広く規定しています。 

 

５ 対象分野 

障害のある人の日常生活や社会生活に関するすべての分野が対象となります。 

なお、法律では、障害者差別解消法のほか、「障害者の雇用の促進等に関する法律（以

下「障害者雇用促進法」という。）」において、行政機関等及び事業者が事業主としての立

場で労働者に対して行う障害を理由とする差別を解消するための措置等についての規定

が置かれています。 

 

６ 法律や他の条例との関係 

（１）法律と条例の関係 

① 障害者基本法及び障害者差別解消法との関係 

障害者基本法では、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を

享有するかけがえのない個人として尊重されるものである」という理念の下、基本原則

の一つとして「差別の禁止」を掲げるとともに、医療、教育、雇用、公共交通などの分

野について、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定

めています。 

障害者差別解消法は、障害者基本法第４条に規定された「差別の禁止」の基本原則を

具体化し、同法に規定する施策の分野も含む広範な分野を対象として、差別の禁止に関

するより具体的な規定を示し、それが遵守されるような具体的な措置等を定めていま

す。 

障害者差別解消法では、地方公共団体が地域の実情に即して、いわゆる上乗せ、横出

し条例を含む障害を理由とする差別に関する条例を制定することを認めています。 

そこで、県条例では障害者差別解消法との比較において、以下の部分について、対象

範囲等を広げております。 

【不当な差別的取扱いの禁止】 

障害者差別解消法では、「行政機関等と事業者」が「障害者」に対して、不当な差別

的取扱いをすることを禁止しています。 
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一方、県条例は、「何人も」「障害のある人及びその家族その他の関係者」に対して、

不当な差別的取扱いをすることを禁止しています。 

【合理的配慮の提供義務】 

障害者差別解消法、県条例どちらにおいても、県、事業者ともに「義務」としていま

すが、県条例では更に、県民に対して、合理的配慮に関し、県又は事業者から必要な協

力を求められた場合には、これに応ずるように努めるもの（努力義務）としています。 

 

■障害者差別解消法と県条例の比較 

 障害者差別解消法 県条例 

不当な差別的

取扱いの禁止 

主体 
行政機関 

事業者 
何人も 

客体 
障害者 障害のある人及びその家族その

他の関係者 

合理的配慮の

提供義務 

県 義務 義務 

事業者 義務 義務 

県民 
規定なし 県及び事業者への協力について

努力義務 
 

 

② 改正障害者雇用促進法との関係 

県条例は、障害のある人の日常生活や社会生活に関するすべての分野が対象となり

ますので、障害者雇用促進法が規定する分野も対象としております。 

もっとも、障害者雇用促進法には、雇用分野の特性を踏まえた差別の禁止等に関する

規定や紛争解決の規定があることから、県条例では、障害者雇用促進法の規定に基づき

紛争の解決を図ることができる場合は、助言又はあっせんの申立てはできないことと

しています。 

 

（２）他の条例との関係 

① だれもが住みよい福祉のまちづくり条例との関係 

県では、県条例とは別に、高齢の人も若い人も、障害のある人もない人も、共に支え

あいながら住みなれた地域に住み続けられる社会の実現を目指し、「だれもが住みよい

福祉のまちづくり条例（福祉のまちづくり条例）」を平成８年７月に制定しています。 

福祉のまちづくり条例では、県や県民、事業者の役割について定めているほか、高齢

の人や障害のある人に配慮した建物、道路、公園などの整備に関することや防災上の配

慮が定められています。 
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県条例では、合理的配慮の提供に関する環境整備の規定は設けていませんが、これら

の内容は福祉のまちづくり条例で規定されており、相互に補完し合う関係となってい

ます。 

 

② 手話言語条例との関係 

当初、県条例は、「障害を理由とする差別の解消」と「手話の公的認知を含む情報保

障」を柱として検討していましたが、障害者団体等の御意見を尊重し、手話の公的認知

について、手話言語条例として別制定することとしました。 

そのため、県条例と手話言語条例はそれぞれ条例の目的や対象に違いがあります。 

県条例の目的は、障害を理由とする差別の解消を図り、障害の有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に寄与す

ることであり、障害のある人全般について規定しています。 

手話言語条例は、言語としての手話及びろう者に対する理解の促進と手話の普及を

図り、ろう者が手話を使用して暮らしやすい地域社会の実現を目的としており、対象を

「聴覚障害者のうち、手話を使用して日常生活又は社会生活を営む者」に限定していま

す。 

 

７ その他 

（１）社会的障壁とは 

社会的障壁とは、障害のある人が日常生活や社会生活を送る上で障壁（バリア）とな

るものすべてを指します。 

例えば、 

○ 社会における事物（通行、利用しにくい施設、設備等） 

○ 制度（利用しにくい制度等） 

○ 慣行（障害のある人の存在を意識していない慣習、文化等） 

○ 観念（障害のある人への偏見等）などです。 

 

（２）障害の社会モデルとは 

障害の社会モデルとは、障害のある人が日常生活又は社会生活において受ける制限

は、心身の機能の障害のみならず、社会における様々な障壁と相対することによって生

ずるという考え方です。 

例えば、車椅子を利用している人が日常生活や社会生活において受ける制限には、ど

のようなものがあるでしょうか？ 

もちろん「立って歩けない」という制限もありますが、「高いところにある物に手が

届かない」、「階段を登れない」といった制限もあります。しかし、物が手の届く高さに

あれば届きますし、エレベーターがあれば別の階へ移動することができます。 
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つまり車椅子を利用している人が受ける制限の中には、その人の身体的な障害だけ

で起こっているのではなく、何らかの状況が重なって発生しているものもあるのです。 

このように考えると、車椅子を利用している人が日常生活や社会生活において受け

る制限は、「立って歩けない」という心身の機能の障害による制限のみではなく、「高い

ところに物を置いた陳列」や「階段しかない施設」などの、社会の仕組みや慣習などが

作り出している制限もあるということが分かります。 

このような考え方を「障害の社会モデル」といいます。また、障害のある人にとって

制限となる社会の仕組みや慣習などが（１）で説明した「社会的障壁」です。 

「障害の社会モデル」においては、「社会的障壁」を取り除くのはそれらを作り出し

ている社会の責務であるとされています。 

また、近年では、障害がアイデンティティーを構成する要素の一つであり、障害に関

する法律及び政策では、障害のある人の多様性を考慮に入れなければならないとする

「障害の人権モデル」の考え方も主張されています。 

 

（３）ガイドライン参照にあたっての留意事項 

本ガイドラインで「望まれます」と記載している内容は、それに従わない場合であっ

ても、障害者差別解消法や県条例に反すると判断されることはありませんが、障害者基

本法の基本的理念や、障害者差別解消法と県条例の目的を踏まえて、できるだけ取り組

むことが望まれることを意味しています。 

また、本ガイドラインに記載している「障害を理由とする不当な差別的取扱い」や「合

理的配慮の提供」の具体例は、それぞれ「正当な理由」や「過重な負担」が存在しない

ことを前提としています。また、これらの具体例は、あくまでも例示であり、一律に実

施を求めたり、記載のないものは差別ではないということではありません。 

実際には、個別の事案ごとに具体的場面やその場の状況に応じて判断することが必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 

 

二 障害特性を理解する 

障害のある人と接する際には、それぞれの障害特性に応じた対応が求められます。以下

に、代表的な障害特性と対応時に配慮すべき事項について簡単にまとめています。 

このほか、障害児については、成人の障害のある人とは異なる支援の必要性があります。

子どもは成長、発達の途上にあり、乳幼児期の段階から、個々の子どもの発達の段階に応

じて一人ひとりの個性と能力に応じた丁寧に配慮された支援を行う発達支援が必要です。

また、子どもを養育する家族を含めた丁寧かつ早い段階からの家族支援が必要です。特に

保護者が子どもの障害を知った時の気持ちを出発点とし、障害を理解し、受容するまでの

過程においては、関係者の十分な配慮と支援が必要です。 

また、医療的ケアを要する障害児については、配慮を要する程度に個人差があることに

留意し、医療機関等と連携を図りながら、個々の状態や必要な支援を丁寧に確認し、適切

な支援を行うことが必要です。 

 

１ 肢体不自由  

肢体不自由とは、四肢（上肢・下肢）や体幹（腹筋、背筋、胸筋、足の筋肉を含む胴体

の部分）の機能が病気や怪我で損なわれ、長期にわたり歩行や筆記、食事、入浴などの日

常生活動作に困難がともなう状態をいいます。 

肢体不自由者となる原因は様々で、先天的なものもあれば事故等による後天的なもの

もあります。その障害の程度や不都合に感じることにはかなりの個人差があり、障害の状

態に応じて、車椅子や義肢、装具等を使用することで失われた機能を補いながら生活して

いる人もいます。 

健常者であれば何でもない日常の動作であっても、肢体不自由であるために不便に感

じることは多々ありますが、適切な対応、配慮をすることでそれらが緩和されることがあ

ります。 

 

【主な障害特性】 

◆主に下肢の障害のため歩行が不安定な人や車椅子、杖などを使用している人は階段

など段差があるところでの昇降が困難である 

◆段差や坂道が移動の大きな妨げになる 

◆ベッドへの移乗、着替え、洗面、トイレ、入浴など、日常の様々な場面で援助が必要

な人の割合が高い 

◆ドアの開閉が困難な場合がある 

◆手や指、腕などに障害のある人は、高い所にあるものが取りにくく、床に落ちている

ものは拾いにくいことがある 

◆脳性麻痺や脳血管障害により、会話が困難な場合がある 
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◆下肢や体幹に障害のある人は体のバランスをとることが難しいため、転倒したり、よ

ろめいたりしてしまうことがある 

 

【必要な配慮・対応】 

◆歩行が困難な人にとっては、通路上に荷物や物が落ちているなど障害物があると通

行の大きな妨げとなるため、特にドア付近や狭い通路においては十分なスペースを

確保し、障害物を置かないようにする 

◆歩行が困難な人のそばを走って通り過ぎると、転倒する危険があるので、ゆっくり歩

くようにする 

◆段差をなくす、車椅子移動時の幅・走行面の斜度、車椅子トイレ、施設のドアを引き

戸や自動ドアにするなどの配慮をする 

◆歩行が困難な人が無理に昇降しようとすると転倒してしまう危険があるので、段差

の前で困っている人がいたら積極的に声をかける 

◆机アプローチ時に車椅子が入れる高さや、作業を容易にする手の届く範囲の考慮 

◆ドア、エレベーターの中のスイッチなどの機器操作のための配慮 

◆目線の高さをあわせて会話する 

◆脊髄損傷者は体温調節障害を伴うことがあるため、部屋の温度管理に配慮 

◆足や体幹が不自由なため長時間立つことが難しい人もいるので、電車やバスなどの

公共交通機関において積極的に席を譲る 

 

【車椅子を使用している方への配慮】 

◆車椅子を動かす際には、必ず「動かします」「前に進みます」など声かけをし、また、

方向転換や止まる時にも声かけをする 

◆停止の際だけでなく、介助者が車椅子から少しでも離れる時はブレーキをかけるよ

うにする 

◆傾斜がある場所では加速がかかり危険な事が多いので、急なスロープを下る時は後

ろ向きでゆっくりと下るようにする 

◆前輪は側溝や小さな段差ほどひっかかりやすいので、注意する 
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◎基礎知識 

補助犬を連れている人について 

身体障害者補助犬（以下「補助犬」といいます。）とは、身体に障害のある人を補助

する「盲導犬」、「介助犬」、「聴導犬」の総称です。盲導犬は、視覚に障害のある人の移

動の支援をします。視覚に障害のある人の指示に従って、安全に誘導をします。介助犬

は、肢体に障害のある人の動作を助けます。着脱衣の補助、扉の開閉、手の届かないと

ころに落としたものを拾ったりします。また聴導犬は、聴覚に障害のある人の耳の代

わりとなります。赤ちゃんの鳴き声、FAXの呼び出し音、ドアのチャイムなどを、聴覚

に障害のある人へ知らせます。 

・「身体障害者補助犬法」により、公共の施設や交通機関、デパートやスーパー、飲食

店などの不特定多数の者が利用する施設の管理者等は、補助犬の同伴を拒んではなら

ないことになりました。この法律をきっかけに、今まで以上に補助犬を受け入れる体

制作りに積極的に取り組もうとするお店や施設が増えてきました。 

 

【介助のポイント】 

◆利用者と補助犬の席の提供をお願いします。利用者の左横や足もとなど、利用者

のそばになります。 

◆盲導犬との歩行は、基本的に道路の左側歩行です。 

◆車椅子を押すとき、補助犬にぶつからないように気をつけてください。 

◆補助犬に触る、声をかける、見つめる、食べ物を与えるなどの集中力を欠くような

行動は、絶対にしないようにしてください。 

◆どのような状況でも、利用者の意見を尊重することをこころがけてください。た

とえば、補助犬を同伴している人が電車に乗ったり、補助犬に水を飲ませたりし

ているとき、周囲の人が利用者へ確認をせずに補助犬に手を出すことは避けまし

ょう。 
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２ 視覚障害（視力障害・視野障害） 

視覚障害とは、視力、視野など「見る」機能についての障害です。 

先天性の場合と中途で視覚障害になる場合があり、中途で視覚障害となる原因として

は、緑内障や、糖尿病性網膜症、網膜色素変性症、黄斑部変性症などがあります。 

 

○視力障害 

視覚的な情報を全く得られない又はほとんど得られない人と、文字の拡大や視覚補

助具等を使用し保有する視力を活用できる人に大きく分けられる（全盲、弱視、ロー

ビジョンと言われることもある） 

視覚障害者全体の約八割は弱視と言われている 

【主な障害特性】 

◆視力をほとんど活用できない人の場合、聴覚、触覚、嗅覚など、視覚以外の情報を手

がかりに周囲の状況を把握している 

◆視力をある程度活用できる人は、ルーペや拡大読書器などの補助具を使用して文字

を拡大することで見やすくしたり、近づいて見るなど、自分の見え方に合わせて様々

な工夫や調整をして情報を得ている 

◆文字の読み取りは、墨字拡大文字や点字の他、パソコン等の画面上の文字情報を読み

上げるソフトを活用したり、点字に変換する機器を活用して、文字を読み取ることも

ある ※点字の読み書きができる人は視覚障害者全体の一割以下と言われている 

 

○視野障害 

目を動かさないで見ることのできる範囲が狭くなる 

①求心性視野狭窄：見える部分が中心だけになって段々と周囲が見えなくなる 

             視野の範囲内ならば文字の読み取りはある程度できるが周囲

の視野がないことと暗所で視力が出ないために行動に困難が

ある 

②中心暗点：周囲はぼんやり見えるが真ん中が見えない 

          行動はある程度できるが、文字等の読み取りが困難である 

【主な障害特性】 

◆視力障害、視野障害の状況により程度の差はあるが主に読むこと、書くこと、移動な

どに困難が生じる 

 

【（共通）必要な配慮・対応】 

◆文字を見やすく表示する配慮のほか、音声情報や点字表示など、視覚情報を代替する

配慮が必要 

◆中途の視覚障害の人のなかには、白杖を使用した安全な歩行が難しい人や点字の触



17 

 

読が困難な人もいるため、留意が必要 

◆声をかける時には、前から近づき「○○さん、こんにちは。××です。」など、自ら

名乗る 

◆説明する時には「それ」「あれ」「こっち」「このくらい」などと指差し表現や指示代

名詞で表現せず、「あなたの正面」「○○くらいの大きさ」などと具体的に説明 

◆通路（点字ブロックの上等）に通行の妨げになるものを置かない 

◆日頃使用しているものはいつも同じ位置に置いて変えない 

◆主に弱視の場合、室内における照明の状況に応じた席の位置（窓を背にして座っても

らう等）などの配慮が必要 

 

【（共通）主なコミュニケーション・情報入手手段】 

視覚障害者とのコミュニケーション・情報入手手段には、主に次のようなものがありま

す。どのような方法をとればよいのか、本人に確認しましょう。 

◆点字、拡大文字（16～28ポイント程度、太字、ゴシック体）の文書 

◆音声による読み上げ、ＣＤなどに録音された音声データ（デイジー形式、市販のＣＤ

プレイヤーで聞くことができるファイル形式の音声データ） 

  ◆音声コード 

  ◆テキストデータ 

 

◎基礎知識 

視覚障害者のコミュニケーション・情報入手手段について 

○点字      指先の触覚により読み取る視覚障害者用の文字です。 

○デイジー        デイジーとは、録音データなどに目次や章などに該当する区切りを

設定することで、聞き手が容易に目的の箇所を探せるように工夫さ

れたデータ形式である。ＣＤ１枚に３０時間以上長時間録音ができ、

専用の再生機やパソコンなどで聞くことができます。 

○音声コード      音声コードとは、専用の機器やスマートフォン用アプリなどを使っ

て音声で読み上げができる２次元コードで、デジタル化された文字

情報がコード内に含まれているため、コードを元に音声を出力する

ことができます。 

○テキストデータ    テキストデータは、文字だけの情報だが、テキスト形式（「.txt」メ

モ帳形式）であれば多くの場合、パソコンをはじめ、情報通信機器の

音声読み上げ機能や点字ディスプレイ（画面に表示された文字情報

を点字に変換して、視覚障害のあるユーザーが指先でその点字を読

み取る機器）に対応しており、視覚障害者にも利用可能です。 
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３ 聴覚障害  

  聴覚障害とは、音や声が聞こえない、あるいは聞こえにくい障害です。その程度には個

人差があり、全く聞こえない人やある程度聞き取りが可能な人等、聞こえ方は実に様々で

す。 

  また、聴覚障害のある人には、生まれつき聞こえない又は音声言語の獲得前に失聴した

「ろう者」と、音声言語の獲得後に失聴した「中途失聴者」、生まれつき聞き取りにくい

又は中途で聞こえにくくなった「難聴者」がおり、そのコミュニケーション方法も障害の

特性や程度により様々です。 

 

【主な障害特性】 

◆聴覚障害は、外見上分かりにくい障害であり、その人が抱えている困難も他の人から

は気づかれにくい側面がある 

◆難聴者や中途失聴者は、話せるから聞こえるだろうと誤解されることがある（発話が

明瞭であるからといって、十分な聞き取りができるわけではない） 

◆補聴器や人工内耳を装用している難聴者のなかには、スピーカーから出る音は、残響

や反響のある音が聞き取りにくい場合がある。また、大声を出したり、騒がしいとこ

ろでは、聞き取りの効果を得られないこともある 

◆聴覚障害者のなかには、補聴器や人工内耳を装用して音声で会話をする人もいるほ

か、手話、指文字、筆談、口話など様々なコミュニケーション方法を使用する人がお

り、話す相手や場面、環境によって複数の手段を活用することもある（聴覚障害者の

全てが手話を理解できるわけではない） 

◆言葉などの音による情報を得ることが困難であるため、文字や絵、図、写真、表情な

ど、見て分かる視覚情報が、人や状況を理解するための大事な情報となる 

◆音によって周囲の状況を把握することができない聴覚障害者は、特に災害時の情報

取得が困難である 

◆聴覚障害者の音声言語である日本語の習得状況は様々であるため、筆談の場合は相

手の状況に合わせる 

 

【必要な配慮・対応】 

◆受付に、筆談のために必要なものをそろえるなど、申出がしやすい環境を整える 

◆手話や文字表示（電光掲示板、要約筆記、筆談、字幕など）、手話通訳や要約筆記者

の配慮など、目で見て分かる情報の提示や意思疎通支援の配慮 

◆コミュニケーションをとる場合、騒音や雑音の少ない場所など対応場所に配慮する 

◆相談対応等にあたっては、プライバシーに関する内容が周囲に聞こえないようにす

るとともに、手話や筆談が見えないように配慮する 
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◆補聴器や人工内耳を装用し、残響や反響のある音を聞き取ることが困難な場合や、音

質や騒がしい場所であることが原因で聞き取りが困難な場合には、ヒアリングルー

プ（磁気誘導ループ）の利用など、代替する対応への配慮 

◆音声だけで話すことは極力避け、視覚的なより具体的な情報も併用 

◆難聴者には、母音（あいうえお）が同じ単語は聞き取りにくいため、「たちつてと」

の「た」と補足されるよりも単語を引用して「たんぽぽ」の「た」と説明した方が理

解しやすい 

◆スマートフォンなどのアプリに音声を文字に変換できるものがあり、これらを使用

すると筆談を補うことができる 

◆会議やイベント等において、手話通訳や要約筆記者を配置するとともに、ヒアリング

ループ（磁気誘導ループ）等の設置を行い、発言が早すぎにならず、語句と語句の間

に時間を空けるようにし、小さな会場であってもマイクが利用できるようにする 

◆身体障害者補助犬を同伴している場合の受入体制の整備 

 

【主なコミュニケーション手段】 

聴覚障害者とのコミュニケーション手段には、主に次のようなものがあります。どのよ

うな方法をとればよいのか、本人に確認しましょう。 

なお、すべての聴覚障害者が補聴器を装用しているわけではありませんし、発話が不明

瞭であるからといって十分な聞き取りができないわけではありません。 

◆手話 

◆筆談 

◆要約筆記 

◆読話・口話 

  ◆指文字 

  ◆スマートフォンやタブレットなどの電子機器の活用 

   一部のアプリでは、発話した内容を文字にする、画面に指で文字が書けるなど、筆談

を補助するものもある 
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◎基礎知識 

聴覚障害者のコミュニケーション手段について 

○手話       手の形、位置、動きをもとに、表情も活用する独自の文法体系をも

った、音声言語と対等な言語です。 

○筆談       口で話す代わりに、互いに文字で書いて（スマートフォン等で文

字を入力する場合も含む）意思を伝え合うこと。 

○要約筆記     話し手の話の内容をつかみ、それを文字にして伝える情報保障の

手段です。 

○読話       相手の口の動きで言葉を読み取る方法です。 

○口話       自分から話し、相手の口の動きを読み取ることで意思を伝えあう

方法です。 

○指文字      指で文字を表す方法で、日本語式指文字とローマ字式指文字があ

ります。 

○ヒアリングループ（磁気誘導ループ） 

補聴器を補助する機器で、磁界を発生させるワイヤーを輪のよう

に這わせて使用し、音声磁場をつくります。 
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４ 言語障害  

 言語障害とは、言語の適切な発音や表現に困難があることを言い、一部言語の理解が難

しい人もいます。 

 

○構音障害 

【主な障害特性】 

◆話し方がぎこちなくなる、ブツブツ途切れる、息の音が混じる、不規則になる、不明

瞭になる、または単調になることがある 

◆通常は言語を理解して使用する能力には異常がないため、構音障害がある人のほと

んどは正常に読み書きができる 

 

【必要な配慮・対応】  

◆しっかりと話を聞く 

◆会話補助装置などを使ってコミュニケーションをとることも考慮する 

 

○失語症 

【主な障害特性】 

◆聞くことの障害： 音は聞こえるが「ことば」の理解に障害があり、「話」の内容が

分からない 

            単語や簡単な文なら分かる人でも、早口や長い話になると分から

なくなる 

◆話すことの障害： 伝えたいことをうまく言葉や文章にできない 

            発語がぎこちない。また、言いよどみが多くなったり、誤った言

葉で話したりする 

◆読むことの障害： 文字を読んでも理解が難しい 

◆書くことの障害： 聞き間違いが多い。また「てにをは」などをうまく使えない 

            文を書くことが難しい 

 

【必要な配慮・対応】 

◆表情が分かるよう、顔を見ながら、ゆっくりと短い言葉や文章で分かりやすく話しか

ける 

◆一度でうまく伝わらない時は、繰り返して言ったり、別の言葉に言い換えたり、漢字

や絵で書いたり、写真・実物・ジェスチャーで示したりすると理解しやすい 

◆「はい」「いいえ」で答えられるように問いかけると理解しやすい 

◆話し言葉以外の手段（カレンダー、地図、時計など身近にあるもの）を用いると、コ

ミュニケーションの助けとなる 
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【主なコミュニケーション手段】 

言語障害者とのコミュニケーション手段には、主に次のようなものがあります。どのよ

うな方法をとればよいのか、本人に確認しましょう。 

◆手話 

◆筆談 

◆要約筆記 

◆読話・口話 

  ◆指文字 

  ◆スマートフォンやタブレットなどの電子機器の活用 

   一部のアプリでは、発話した内容を文字にする、画面に指で文字が書けるなど、筆談

を補助するものもある 
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５ 盲ろう（視覚と聴覚の重複障害）  

  盲ろうとは、視覚と聴覚の両方に障害のあることです。 

 

【主な障害特性】 

◆視覚と聴覚の両方に障害のある人を「盲ろう者」と呼んでいるが、障害の状態や程度

によって※様々なタイプに分けられる 

◆盲ろう者は、会話などのコミュニケーション、外出などの移動及び情報入手に複合し

た困難を抱えている（盲ろう者のコミュニケーション、状態、支援のニーズに合わせ

て専門的に通訳・介助の支援をする人を通訳・介助員と言う） 

◆盲ろう者がそれぞれ使用するコミュニケーション手段は、障害の状態や程度、盲ろう

になるまでの経緯、生育歴、他の障害との重複の仕方によって異なり、介助方法も支

援のニーズも異なる 

◆自力ではテレビやラジオを楽しんだり、本や雑誌を読むことなどが難しく、家族や知

人ともコミュニケーションをとりにくいため、適切な支援がなければ、人や情報から

閉ざされ、社会から孤立してしまう 

◆盲ろう者は、自力での情報入手が困難、限定的なため、災害時や緊急時にリアルタイ

ムで情報が入りにくく、自力で避難することも困難なため、盲ろう者の情報受信方法

に合わせた方法による情報支援や人による避難等の支援が必要である 

 

※【見え方と聴こえ方の組み合わせによる障害の程度の分類】 

①全盲ろう：全く見えず聴こえない状態 

②弱視ろう：見えにくく聴こえない状態 

③全盲難聴：全く見えず聴こえにくい状態 

④弱視難聴：見えにくく聴こえにくい状態 

 

※【各障害の発症経緯による分類】 

①盲（視覚障害）から聴覚障害を伴った「盲ベース盲ろう」 

 ※学童期などに点字の読み書きを修得し、点字と音声発信ができる盲ろう者を

いうこともある 

②ろう（聴覚障害）から視覚障害を伴った「ろうベース盲ろう」 

※幼少期から全く聞こえず、手話言語を母語としてコミュニケーションをとる

盲ろう者をいうこともある 

③先天性、あるいは乳幼児期に視覚と聴覚の障害を発症する「先天盲ろう」 

④成人期以後に視覚と聴覚の障害を発症する「中途盲ろう」 
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【必要な配慮・対応】 

◆盲ろう者関係機関に相談し、対応に関する助言を受ける 

◆盲ろう者の見え方、聞こえ方、障害を発症した時期、コミュニケーション手段、置か

れている環境等を確認し、一人一人に合わせた配慮と支援が必要 

◆会話の際には、視覚的・聴覚的情報についても意識的に伝える（人に関する情報（人

数、性別等）や環境に関する情報（部屋の大きさや机の配置、その場の雰囲気や状況、

人の動き）など） 

◆盲ろう者は、コミュニケーションや情報等の送受信に時間がかかるため、時間的な配

慮も必要（盲ろう者も意思疎通や情報保障、移動等の介助の支援があれば、自ら考え、

判断して、行動することができる） 

 

【主なコミュニケーション手段】 

盲ろう者とのコミュニケーション手段には、主に次のようなものがあります。発信方法

と受信方法が必ずしも同じではなく、異なる場合もあります。どのような方法をとればよ

いのか、本人に確認しましょう。 

◆手書き文字 

   盲ろう者の手のひらなどに、人差し指で、ひらがなやカタカナ等を書くこと 

   （手のひらに文字を書くことを手のひら書きという） 

◆指点字 

   盲ろう者の６本の指（左右の人差し指、中指、薬指）を点字タイプライターのキーに

見立て、自分の同じ６本の指でタッチする方法 

  ◆接近手話（弱視手話）、触手話 

   接近手話（弱視手話）は、盲ろう者の見え方（視力や視野）に合わせて、手話が見や

すい位置に立ち、見やすい大きさの手話で表すことで、触手話は、盲ろう者の手に触

れて、手話を表すことでコミュニケーションをとる 

  ◆指文字 

   手指の形で文字を表現し、日本語式指文字とローマ字式指文字の２つがある 

  ◆音声 

   聴力が残っていて、音声によるコミュニケーションが可能な盲ろう者に対して、盲ろ

う者の聞きやすい声の大きさ、話す速度、聞こえやすい耳や位置等に配慮しながら話

す 

  ◆文字筆記（筆談） 

   視力が残っていて、文字を使ってコミュニケーションが可能な盲ろう者に対して、見

やすい文字の大きさ、太さ、間隔、背景の色などに配慮しながら、紙やボード等の筆

記具やパソコン、情報機器等で、文字を提示する 
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◎コラム 

多様な情報提供の方法について 

行政機関等の広報やお知らせ、事業者の営業活動等においては、様々な方法で情報

伝達が行われていますが、障害特性によっては、一つの情報伝達方法だけでは伝わら

ない場合があるので、障害のある人の状況を想定し、複数の情報伝達方法を用いる等、

必要な配慮を行うことが望まれます。 

○説明・通知文書、冊子等の印刷物 

  視覚障害がある場合、通常の紙の印刷物では内容が分かりません。 

  そのため、説明文書や通知、封筒について、点字版、拡大文字版、テキストデータ、

音声データ（カセットテープやデイジー、音声コード化したものを含む。）などにより

対応することが考えられます。 

  また、知的障害や発達障害などにより、理解することに配慮が必要な方の場合、専門

用語や漢字の多い文書の内容が理解できないことがあります。 

  このような場合には、必要に応じて、漢字に、ひらがなのルビを振った資料や、図や

イラストを使用した資料を作成することが考えられます。 

○ホームページ 

画像データとして、目立つように文字の色を変えたり、文字が動いたり、点滅したり

するホームページを作成した場合、視覚障害者の方などがホームページ等の読み上げ

ソフト等を利用する際に、うまく読み上げができず、内容が分かりにくいホームペー

ジになってしまうことがあります。 

そのため、内閣府のアクセシビリティ方針等を参考に、画像ファイルには必ず適切・

具体的に画像を説明できる代替テキストを表示するなどの対応が考えられます。 
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６ 内部障害  

内部障害とは、心臓機能、腎臓機能、呼吸器機能、膀胱・直腸機能、小腸機能、肝機能、 

ＨＩＶによる免疫機能のいずれかの障害により日常生活や社会生活に障害がある状態で

す。 

 

【主な障害特性】 

◆外見からは分からず、周りの人に理解してもらいにくい 

◆疲れやすく長時間の立位や作業が困難な場合がある 

◆常に医療的対応を必要とすることが多い 

 

【必要な配慮・対応】 

◆ペースメーカーは外部からの電気や磁力に影響をうけることがあるので注意すべき

機器や場所などの知識をもつ 

◆人工透析が必要な人については、通院の配慮 

◆呼吸器機能障害のある方は、慢性的な呼吸困難、息切れ、咳等の症状があることを理

解し、息苦しくならないよう、楽な体勢でゆっくり話をしてもらうよう配慮 

◆常時酸素吸入が必要な方は、携帯用酸素ボンベが必要な場合があることを理解 

◆排泄に関し、人工肛門、人工膀胱の場合、パウチ洗浄等特殊な設備が必要となること

への配慮 

◆下垂体・甲状腺・副腎・膵臓等のホルモン分泌機能障害の人は適切な投薬やそのため

の個室を必要とするので、インシュリンポンプ使用や注射への配慮や理解とそのた

めの部屋の確保 

◆体温調節がうまくいかない人への適切な温度管理や場所の提供 

 

※内部障害の種類とその特性 

○心臓機能障害 

  不整脈、狭心症、心筋症等のために心臓機能が低下してしまう障害で、ペースメーカ

ー（胸部に埋め込み、心臓に刺激を与えて脈拍を正常に調整する医療機器）等を使用し

ている人もいます。 

○腎臓機能障害 

  腎臓の機能が低下した障害で、定期的に人工透析（腎臓の機能を人工的に代替する

医療行為）を行っている人もいます。 

○呼吸器機能障害 

  呼吸器系の病気により呼吸機能が低下した障害で、酸素ボンベを携帯したり、人工

呼吸器（ベンチレーター）を使用している人もいます。 
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○ぼうこう・直腸機能障害 

  ぼうこう疾患や腸管の通過障害で、排泄物を体外に排泄するための人工肛門や人工

膀胱（ストーマー）を付けている人（オストメイト）もいます。 

○小腸機能障害 

  小腸の機能が損なわれた障害で、食事を通じた栄養維持が困難なため、定期的に静

脈から輪液の補給を受けている人もいます。 

○肝臓機能障害 

  肝臓の機能が低下している障害で、脂肪肝、肝炎、肝硬変、肝がんなどがあり、初期

症状はほとんどありませんが、悪化してくると、倦怠感、黄疸、腹水などの症状が現れ

ます。 

○ヒト免疫不全ウイルス（ＨＩＶ）による免疫機能障害 

  ＨＩＶによって免疫機能が低下した障害で、日和見感染症やがんの発生が特徴であ

り、発症前でも体重減少、疲労感、発熱や下痢、貧血などの症状が出る人もいます。 

 

◎コラム 

目に見えない障害であるが故の不理解 

体の内部に障害を有するため、外見上では他者に理解を得づらく、障害者用の駐車ス

ペースに車を置くと注意される、また、公共交通機関の優先席の利用や障害者用トイレ

を利用する時などに冷ややかな目で見られるなどのほか、就職・就業にも支障が出る場

合があります。 

内部障害のある方には、外見では健康に見えても、疲れやすかったり、つり革につかま

り続けるなどの同じ姿勢を保つことが困難な方がいます。また、突発的な出来事に対し

て臨機応変に対応することが困難な方や「立ち上がる」「歩く」「階段の昇降などの動作」

が困難な方がいます。 

県では、義足や人工関節を使用している方や、内部障害や難病の方など、外見からは分

からなくても配慮や手助けを必要としている方が身につける「ヘルプマーク」（ヘルプマ

ークについては９０ページ参照）を配布しております。このマークを見かけた際には、困

っていないか気にかける、手伝えることがないか声をかけるなどの気づかいをお願いし

ます。 
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７ 重症心身障害・その他医療的ケアが必要な者  

  重症心身障害とは、重度の肢体不自由と重度の知的障害が重複している状態をいいま

す。 

 

【主な障害特性】 

◆殆ど寝たままで自力では起き上がれない状態が多い 

◆移動、食事、着替え、洗面、トイレ、入浴などが自力ではできないため、日常の様々

な場面で介助者による援助が必要 

◆常に医学的管理下でなければ、呼吸することも栄養を摂ることも困難な人もいる 

◆重度の肢体不自由や重度の知的障害はないが、人工呼吸器を装着するなど医療的ケ

アが必要な人もいる 

 

【必要な配慮・対応】 

◆人工呼吸器などを装着して専用の車椅子で移動する人もいるため、電車やバスの乗

降時において、周囲の人が手伝って車椅子を持ち上げるなどの配慮が必要 

◆体温調整がうまくできないことも多いので、急な温度変化を避ける配慮が必要 
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８ 知的障害  

知的障害とは、知的機能の障害が発達期（おおむね１８歳まで）にあらわれ、日常生活

に支障が生じているため、何らかの特別の援助を必要とする状態をいいます。 

 

【主な障害特性】 

◆概ね１８歳頃までの心身の発達期に現れた知的機能の障害により、生活上の適応に

困難が生じる 

◆「考える」「理解する」「読む」「書く」「計算する」「話す」などの知的な機能に発達

の遅れが生じる 

◆金銭管理、会話、買い物、家事などの社会生活への適応に状態に応じた援助が必要 

◆主な原因として、ダウン症候群などの染色体異常、または先天性代謝異常によるもの

や、脳症や外傷性脳損傷などの脳の疾患があるが、原因が特定できない場合もある 

◆ダウン症候群の場合の特性として、筋肉の低緊張や、多くの場合、知的な発達の遅れ

がみられること、また、心臓に疾患を伴う場合がある 

 

【必要な配慮・対応】 

◆言葉による説明などを理解しにくいため「ゆっくり」「丁寧に」「分かりやすく」話す

ことが必要 

◆本人にとって、どうしたいかの判断をする場合においては、必ず本人の判断を尊重し、

本人の意向を聞かないで保護者やヘルパーが判断することがないようにする 

◆文章は、漢字を少なくしてルビを振る、文章を分かりやすい表現に直すなどの配慮で

理解しやすくなる場合があるが、一人ひとりの障害の特性により異なる 

◆写真、絵、ピクトグラム（絵文字）など分かりやすい情報提供を工夫する 

◆説明が分からないときに提示するカードを用意したり、本人をよく知る支援者が同

席するなど、理解しやすくなる環境を工夫する 
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９ 精神障害  

精神障害とは、何らかの脳の器質的変化あるいは機能的障害が起こり、さまざまな精神

症状、身体症状、行動の変化が見られる状態です。原因となる精神疾患によって、その障

害特性や制限の度合いは異なるほか、長期にわたり、日常生活又は社会生活に相当な制限

を受ける状態が続くものがあります。 

 

○統合失調症 

【主な障害特性】 

◆発症数は１００人に１人弱と言われ、その原因はよく分かっていない 

◆「幻覚」や「妄想」が特徴的な症状だが、その他にも様々な生活のしづらさが障害と

して表れることが知られている 

◆陽性症状 

    幻覚： 実態がなく他人には認識できないが、本人には感じ取れる感覚のこと 

       なかでも、自分の悪口やうわさ、指図する声等が聞こえる幻聴が多い 

妄想： 明らかに誤った内容を信じてしまい、周りが訂正しようとしても受け入れ

られない考えのこと。誰かにいやがらせをされているという被害妄想、周囲

のことが何でも自分に関係しているように思える関係妄想などがある 

◆陰性症状 

    意欲が低下し、以前からの趣味や楽しみにしていたことに興味を示さなくなる 

    疲れやすく集中力が保てず、人づきあいを避け引きこもりがちになる 

    入浴や着替えなど清潔を保つことが苦手となる など 

◆認知や行動の障害 

    考えがまとまりにくく何が言いたいのかわからなくなる 

    相手の話の内容がつかめず、周囲にうまく合わせることができない など 

 

【必要な配慮・対応】 

◆脳の病気であることを理解し、病気について正しい知識を学ぶ必要がある 

◆薬物療法が主な治療となるため、内服を続けるために配慮する 

◆社会との接点を保つことも治療となるため、本人が病気と付き合いながら、他人と交

流したり、仕事に就くことを見守る 

◆一方で、ストレスや環境の変化に弱いことを理解し、配慮した対応を心掛ける 

◆一度に多くの情報が入ると混乱するので、伝える情報は紙に書くなどして整理して

ゆっくり具体的に伝えることを心掛ける 

◆症状が強い時には無理をさせず、しっかりと休養をとったり、速やかに主治医を受診

することなどを促す 
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○気分障害 

【主な障害特性】 

◆気分の波が主な症状としてあらわれる病気。うつ状態のみを認める時はうつ病と呼

び、うつ状態と躁状態を繰り返す場合には、双極性障害（躁うつ病）と呼ぶ 

◆うつ状態では気持ちが強く落ち込み、何事にもやる気が出ない、疲れやすい、考えが

働かない、自分が価値のない人間のように思える、死ぬことばかり考えてしまい実行

に移そうとするなどの症状がでる 

◆躁状態では気持ちが過剰に高揚し、普段ならあり得ないような浪費をしたり、ほとん

ど眠らずに働き続けたりする。その一方で、ちょっとした事にも敏感に反応し、他人

に対して怒りっぽくなったり、自分は何でもできると思い込んで人の話を聞かなく

なったりする 

 

【必要な配慮・対応】 

◆専門家の診察の上で、家族や本人、周囲の人が病気について理解する 

◆薬物療法が主な治療となるため、内服を続けるために配慮する 

◆うつ状態の時は無理をさせず、しっかりと休養をとれるよう配慮する 

◆躁状態の時は、金銭の管理、安全の管理などに気を付け、対応が難しい時には専門家

に相談する 

◆自分を傷つけてしまったり、自殺に至ることもあるため、自殺などを疑わせるような

言動があった場合には、本人の安全に配慮した上で、速やかに専門家に相談するよう

本人や家族等に促す 

 

○依存症（アルコール） 

【主な障害特性】 

◆飲酒したいという強い欲求がコントロールできず、過剰に飲酒したり、昼夜問わず飲

酒したりすることで身体的、社会生活上の様々な問題が生じる 

◆体がアルコールに慣れることで、アルコールが体から抜けると、発汗、頻脈、手の震

え、不安、イライラなどの離脱症状が出る 

◆一念発起して断酒しようとしても、離脱症状の不快感や、日常生活での不安感から逃

れるために、また飲んでしまう 

 

【必要な配慮・対応】 

◆本人に病識がなく（場合によっては家族も）、アルコール依存症は治療を必要とする

病気であるということを、本人・家族・周囲が理解する 

◆周囲の対応が結果的に本人の飲酒につながってしまう可能性があるため、家族も同

伴の上で、アルコール依存症の専門家に相談する 
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◆一度断酒しても、再度飲酒してしまうことが多いため、根気強く本人を見守る 

 

○てんかん 

【主な障害特性】 

◆何らかの原因で、一時的に脳の一部が過剰に興奮することにより発作が起こり、発作

を繰り返す脳の病気である 

◆どの年齢でも誰でも発症する可能性があり、１００人に１人の割合で発症する 

◆遺伝で発症する病気ではない 

◆発作はけいれん発作だけでなく、意識を失うもの、意識はあるが認知の変化を伴うも

のなどさまざまである 

◆発作は、自分の意志とは関係なく起こり、予兆もない場合が多い 

◆外見からは、病気のあることが分からず、周りの人に理解してもらいにくい 

◆治療することができる病気で、服薬治療などで８０％は発作を抑えることができる 

◆てんかんのある人の中には、発熱やストレス、高温や光刺激など発作を引き起こす誘

因が分かっている場合もある 

 

【必要な配慮・対応】 

◆乳幼児から高齢者までどの年齢層でも発病する可能性がある病気であり、専門家の

指導の下に内服治療を行うことで、多くの者が一般的な生活が送れることを理解す

る 

◆発作が起こっていないほとんどの時間は普通の生活が可能なので、発作がコントロ

ールされている場合は、過剰に活動を制限しない 

◆抗てんかん薬の服用を続けることが重要なので、通院や内服を継続できるよう配慮

する 

◆発作が起こってしまった場合には、本人の安全を確保した上で専門機関に相談する 

◆発熱時には体温を下げるなど、発作を引き起こす誘因とならないよう配慮する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

１０ 発達障害  

 発達障害とは、自閉症、アスペルガー症候群（ＡＳＤ）その他の広汎性発達障害、学習

障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）その他これに類する脳機能の障害をいい

ます。 

 

○自閉症、アスペルガー症候群を含む広汎性発達障害（自閉症スペクトラム） 

【主な障害特性】 

◆相手の表情や態度などよりも、文字や図形、物の方に関心が強い 

◆見通しの立たない状況では不安が強いが、見通しが立つ時はきっちりしている 

◆大勢の人がいる所や気温の変化などの感覚刺激への敏感さで苦労しているが、それ

が芸術的な才能につながることもある 

◆言葉が出るまでに時間がかかることがある 

 

【必要な配慮・対応】 

◆本人をよく知る専門家や家族にサポートのコツを聞く 

◆肯定的、具体的、視覚的な伝え方の工夫（「○○をしましょう」といったシンプルな

伝え方、紙に書いて伝える、１つ１つ伝える、「定期的」ではなく「週に１回」など

曖昧でなく具体的な目安が分かるように伝える、その人の興味関心に沿った内容や

図・イラストなどを使って説明するなど） 

◆スモールステップにする支援（手順を示す、モデルを見せる、体験練習をする、新し

く挑戦する部分は少しずつにするなど） 

◆冗談を理解できないことがあるので、からかったり、冷やかしたりしない 

◆失敗やミスは、手順の再確認など原因を一緒に考え、けっして怒鳴らない 

◆自分の要求（休暇取得の申し出など）を対面では言えないことがあるので、メモ書き

の申し出を認めるなど、あらかじめルールを申し合わせておく 

◆事前に見通しを伝えたり、変更があった場合にはなるべく早めに伝えておく。予定を

フローチャートで書き、可視化することで安心して行動できるようにする 

◆感覚過敏がある場合は、音や肌触り、室温など感覚面の調整を行う（イヤーマフ（耳

全体を覆うタイプの防音保護具）を活用する、大声で説明せずホワイトボードで内容

を伝える、人とぶつからないように居場所を衝立などで区切る、クーラー等の設備の

ある部屋を利用できるように配慮するなど） 

◆落ち着かないことがあった場合には、なるべく１人になれる場所でクールダウンで

きるようにルールを相談し決めておく 

 

○学習障害（限局性学習障害） 

【主な障害特性】 
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◆「話す」「理解」は普通にできるのに、「読む」「書く」「計算する」ことが、努力して

いるのに極端に苦手 

 

【必要な配慮・対応】 

◆本人をよく知る専門家や家族にサポートのコツを聞く 

◆得意な部分を積極的に使って情報を理解し、表現できるようにする（ＩＣＴを活用す

る際は、文字を大きくしたり行間を空けるなど、読みやすくなるように工夫する） 

◆苦手な部分について、課題の量・質を適切に加減する、柔軟な評価をする 

 

○注意欠陥多動性障害（注意欠如・多動性障害） 

【主な障害特性】 

◆次々と周囲のものに関心を持ち、周囲のペースよりもエネルギッシュに様々なこと

に取り組むことが多い一方で、忘れ物やうっかりミスが出やすく、傷つきやすい 

◆片付けることが苦手なことがある 

 

【必要な配慮・対応】 

◆本人をよく知る専門家や家族にサポートのコツを聞く 

◆声をかけるなどして注意を向けてから短く、端的な言い方で伝える 

◆気の散りにくい座席の位置や話す場所の工夫、分かりやすいルール提示などの配慮 

◆ストレスケア（傷つき体験への寄り添い、適応行動ができたことへのこまめな評価） 

 

○その他の発達障害 

【主な障害特性】 

◆体の動かし方の不器用さ、我慢していても声が出たり体が動いてしまったりするチ

ック、一般的に吃音と言われるような話し方なども、発達障害に含まれる 

 

【必要な配慮・対応】 

◆本人をよく知る専門家や家族にサポートのコツを聞く 

◆叱ったり、拒否的な態度を取ったり、笑ったり、ひやかしたり、無理に姿勢を矯正し

ようとしたりしない 

◆日常的な行動の一つとして受け止め、時間をかけて待つ、苦手なことに無理に取組ま

ずできることで活躍する環境を作るなど、本人の話を聞き、楽に過ごせる方法を一緒

に考える 
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１１ 高次脳機能障害  

高次脳機能障害とは、交通事故や脳血管障害などの病気により、脳にダメージを受ける

ことで生じる認知や行動に生じる障害。身体的には障害が残らないことも多く、外見では

わかりにくいため「見えない障害」ともいわれています。 

 

【主な障害特性】 

◆記憶障害： すぐに忘れてしまったり、新しい出来事を覚えることが苦手なため、何

度も同じことを繰り返したり質問したりする 

◆注意障害： 集中力が続かなかったり、ぼんやりしてしまい、何かをするとミスが多

く見られる 

二つのことを同時にしようとすると混乱する 

主に左側で食べ物を残したり、障害物に気がつかないことがある 

◆遂行機能障害： 自分で計画を立てて物事を実行したり、効率よく順序立てられない 

◆社会的行動障害： ささいなことでイライラしてしまい、興奮しやすい 

こだわりが強く表れたり、欲しいものを我慢できない 

思い通りにならないと大声を出したり、時に暴力をふるったり

する  

◆病識欠如： 上記のような症状があることに気づかず、できるつもりで行動してトラ

ブルになる 

◆失語症： 失語症を伴う場合がある（失語症については２１ページ参照） 

◆片麻痺や運動失調等の運動障害や眼や耳の損傷による感覚障害を持つ場合がある 

 

【必要な配慮・対応】 

◆本障害に詳しいリハビリテーション専門医やリハ専門職、高次脳機能障害支援普及

拠点機関、家族会等に相談する 

◆記憶障害： 手がかりがあると思い出せるので、手帳やメモ、アラームを利用したり、

ルートマップを持ち歩いてもらうなどする 

自分でメモを取ってもらい、双方で確認する 

残存する受傷前の知識や経験を活用する（例えば、過去に記憶している

自宅周囲では迷わず行動できるなど） 

◆注意障害： 短時間なら集中できる場合もあるので、こまめに休憩を取るなどする 

ひとつずつ順番にやる 

左側に危険なものを置かない 

◆遂行機能障害： 手順書を利用する 

段取りを決めて目につくところに掲示する 

スケジュール表を見ながら行動したり、チェックリストで確認す    
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           る 

◆社会的行動障害： 感情をコントロールできない状態にあるときは、上手に話題や場

所を変えてクールダウンを図る 

予め行動のルールを決めておく 
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１２ 難病に起因する障害  

 難病とは、治療方法が確立していない特殊な疾病で、長期の療養を必要とするものをい

い、場合によっては、肢体不自由、視覚障害等の障害が重複する場合もあります。 

 

【主な障害特性】 

◆神経筋疾病、骨関節疾病、感覚器疾病など様々な疾病により多様な障害を生じる 

◆常に医療的対応を必要とすることが多い 

◆病態や障害が進行する場合が多い 

 

【必要な配慮・対応】 

◆専門の医師に相談する 

◆それぞれの難病の特性が異なり、その特性に合わせた対応が必要 

◆進行する場合、病態・障害の変化に対応が必要 

◆排泄の問題、疲れやすさ、状態の変動などに留意が必要 

◆体調がすぐれない時に休憩できる場所を確保する 

 

※難病の種類とその特性 

○ベーチェット病（免疫系疾患） 

  口腔粘膜、皮膚、外陰部、眼に炎症や潰瘍ができる病気で、人に感染する病気ではあ

りません。①舌や唇に繰り返しできる丸く浅い潰瘍、②結節性紅斑様皮疹・座瘡様皮疹

などの皮膚症状、③外陰部の潰瘍、④眼球を包むぶどう膜の炎症による視力低下の代

表的な症状があります。 

○網膜色素変性症（視覚系疾患） 

  網膜の病気で、見え方（視力や視野）が変化します。人に感染する病気ではありませ

ん。暗いところで物が見えにくくなったり（夜盲）、視野が狭くなったりすることから

始まり、その後に視力の低下、色覚異常へと進行します。 

○筋無力症（神経・筋疾患） 

  神経と筋肉の接合部に異常が起こることによって筋肉の力が弱くなる病気で、視覚

に症状が出る眼筋型と全身に症状が出る全身型があります。まぶたが垂れ下がる症状

（眼瞼下垂）や、ものが二重に見える症状（複視）など、目の筋肉に症状が現れます。

また、腕や脚がだるくなって動かなくなる四肢筋の症状、食べ物が飲み込めない、ろれ

つが回らない、呼吸がしにくいといった症状が現れることもあります。 

○パーキンソン病（神経・筋疾患） 

  脳の神経伝達物質であるドーパミンの減少により、筋肉の動きがうまく調節できな

くなる病気で、運動症状と非運動症状に分かれます。①安静時でも手足がふるえる（静

止時振戦）、②筋肉がこわばる（筋固縮）、③動作の開始が遅くなる、動作自体も遅くな
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る（動作緩慢・無動）、④小刻みな歩き方になる、バランスを取りにくく転びやすくな

る（姿勢保持障害）などの症状により、歩行が困難になったり、文字を書くこと、ボタ

ンをかけることが難しくなったりします。また、非運動症状には、便秘や排尿の困難、

立ちくらみや睡眠障害のほか、もの忘れや計画遂行力の低下、意欲低下や抑うつ期分

など精神的な症状が見られることもあります。 

○後縦靱帯骨化症（骨・関節系疾患） 

  脊椎の個々の骨を上下に連結する靱帯が骨に変化してしまう病気で、麻痺や感覚障

害を起こします。胸椎・腰椎靱帯の骨化では、足の脱力やしびれで立ったり歩いたりす

ることが困難になり、頚椎靱帯の骨化では、首から指先に痛みやしびれが出て細かい

手先の作業が難しいこともあります。また、圧迫の程度によって排尿や排便の障害を

伴うこともあります。 

○サルコイドーシス（呼吸器系疾患） 

  初期症状として多いのは目の不調や皮膚の異常ですが、肺、心臓、リンパ節、唾液腺

など多様な部位に肉芽腫という固まりが作られる病気で、症状は幅広く、発病後の臨

床経過は多様、多くの場合自然治癒しますが、１～２割は治りにくく難病に指定され

ています。目の症状が代表的で、視力低下、霧がかかって見える、かすみ目、まぶしく

感じる、充血、飛蚊症（虫のような黒い点が動いて見える）などの症状が現れます。手

足に赤い斑点ができるなどの皮膚の症状や、顔面神経麻痺など神経の症状がしばしば

見られます。また、肺での発症であれば呼吸困難、心臓での発症であれば不整脈が起こ

る可能性があります。 
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◎コラム 

難病であることによる差別について 

難病とは、一般に治療法が確立しておらず、希少な疾病であって、経過が長期にわたる

ものです。障害者総合支援法では、①治療法が確立していない、②長期療養を必要とす

る、③客観的な審査基準（またはそれに準ずるもの）が定まっている、の３条件を満たす

疾病を難病と定義し、令和６年４月１日現在３６９疾病が対象となっています。平成２

７年より施行された難病法では、難病医療費助成制度の対象とする疾病（指定難病）と

し、上記３条件に加え、④発病の機構が明らかでない、⑤患者数が本邦において一定の人

数（人口の約 0.1％程度）に達しない、の２条件を必要とし、令和６年４月１日現在３４

１疾病が対象となっています。 

ほとんどの難病はうつる種類の病気ではありませんが、疾患によっては皮膚など外見

に目立つ症状があることや、「難病」という名前のイメージにより、「病気がうつるのでは

ないか」と誤解された経験を持つ難病の方は多くいます。 

 また、難病のことが世間一般に知られていないことから、難病の方が、病気のことを打

ち明けることをためらったり、打ち明けても周囲に正しく理解されず、誤解がなかなか

払拭されないという現状があります。 

 外見や先入観、偏見をもたず、病気のことと、難病の方のことを正しく理解することが

大切です。 
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三 障害を理由とする差別 

 

１ 不当な差別的取扱い 

（１）基本的な考え方 

 

○県条例 

（障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 何人も、障害のある人及びその家族その他の関係者に対し、障害を理由

とする不当な差別的取扱い（障害を理由として、正当な理由がなく、商品、サ

ービス若しくは各種の機会の提供を拒否すること、その提供に当たって場所、

時間帯等を制限すること又は障害のない人に対して付さない条件を付すこと

その他の障害のない人と異なる不利益な取扱いをすることをいう。）をするこ

とにより、これらの者の権利利益を侵害してはならない。 

 

条例は、障害のある人やその家族、関係者に対して、正当な理由なく、障害を理由と

して、 

○ 商品・サービスや各種機会の提供を拒否する 

○ 商品・サービスや各種機会の提供にあたって、場所や時間帯などを制限する 

○ 障害のある人に対して、障害のない人には付けない条件を付ける 

○ 障害のある人に対して、障害のない人とは異なる取扱いをする 

等によって、障害のある人やその家族、関係者の権利利益を侵害することを禁止してい

ます。 

つまり、不当な差別的取扱いとは、正当な理由なく、障害のある人を、問題となる事

務・事業について関係する諸事情が本質的に同じである障害のない人と比べ、不利に扱

うことです。 

したがって、障害のない人と事実上平等にするために、障害のある人に対して必要な

特別の対応を行うことは、不当な差別的取扱いではありません。 

 

＜対応の例＞ 

○ 障害のない人と比べて優遇する取扱いをすること（積極的改善措置） 

○ 合理的配慮を提供するため、障害のない人との異なる取扱いをすること 

○ 合理的配慮を提供するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ、障害の状

況等を確認すること 
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（２）正当な理由の判断の視点 

障害を理由とする不当な差別的取扱いであるかどうかの判断には、「その取扱いを行

う正当な理由があるかどうか」がポイントとなります。 

正当な理由に相当するのは、「客観的に見て正当な目的の下に行われたものであり、

その目的に照らしてやむを得ないと言える場合」です。 

正当な理由に相当するかどうかについては、「個別の事案ごとに、障害のある人、そ

の取扱いを行う人、第三者の権利利益（例：安全の確保、事業の目的・内容・機能の維

持、損害発生の防止等）について、具体的場面やその場の状況に応じて総合的・客観的

に判断する※こと」が必要です。 

判断にあたっては、具体的な検討をせずに正当な理由を拡大解釈するなど、障害者差

別解消法や県条例の趣旨を損なうことのないようにしなければなりません。「事故が起

こるかもしれない」、「危険かもしれない」といった抽象的なことを「正当な理由」とし

て、サービスや各種機会の提供等をしないことは適切ではありません。 

また、正当な理由があると判断した場合は、障害のある人にその理由を説明し、理解

を得るよう努めることも望まれます。 

 

※ 客観的に判断するとは、判断が客観的な事実によって裏付けられ、第三者の立場か

ら見ても納得を得られるような客観性があることをいいます。 

 

（３）分野別の考え方 

障害のある人の日常生活や社会生活に関わる分野における障害を理由とする不当な

差別的取扱いの例として、以下のものが考えられます。 

なお、いずれの場合も、障害のある人の生命や身体の保護のためやむを得ないと認め

られる場合や法令に特別の定めがある場合など正当な理由がある場合は、不当な差別

的取扱いには該当しません。 

分野 障害を理由とする不当な差別的取扱い 

福祉・ 

サービス 

障害のある人に 

福祉サービスを 

提供する場合 

◆障害を理由として、福祉サービスの提供を拒否したり、

制限したり、これに条件を付けたりするなど不当な差別的取

扱いをすること 

◆障害を理由として、障害のある人の意に反して障害者支

援施設などへの入所や入居を強制すること 

 医療 障害のある人に 

医療を提供する 

場合 

 

◆障害を理由として、医療の提供を拒否したり、制限した

り、これに条件を付けたりするなど不当な差別的取扱いをす

ること 

◆障害を理由として、障害のある人の意に反して長期間の

入院などの医療を受けることを強制したり、隔離したりする

こと 
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商品販売 

・サービス 

障害のある人に 

商品を販売した

り、 

サービスを提供 

する場合 

 

◆障害を理由として、商品の販売やサービスの提供を拒否

したり、制限したり、これに条件を付けたりするなど不当な

差別的取扱いをすること 

 

労働・雇用 労働者の募集や 

採用を行う場合 

◆障害を理由として、応募や採用を拒否したり、これらに

条件を付けたりするなど不当な差別的取扱いをすること 

障害のある人を 

雇用する場合 

◆障害を理由として、賃金や労働時間等の労働条件、配置

（業務の配分や権限の付与を含む）、昇進、教育訓練、福利

厚生について不当な差別的取扱いをしたり、解雇したりする

こと 

教育 障害のある人に 

教育を行う場合 

 

◆障害のある人の年齢や能力に応じ、その特性を踏まえた

十分な教育が受けられるようにするために必要な指導や支援

を講じないこと 

◆本人やその保護者への意見聴取や必要な説明を行わず

に、又はこれらの者の意見を十分に尊重せずに、就学すべき

学校を決定すること 

建築物の 

利用 

障害のある人が 

不特定かつ多数 

の者が利用する 

建物その他の施 

設を利用する場 

合 

◆障害を理由として、建物やその他の施設の利用を拒否し

たり、制限したり、これに条件を付けたりするなど不当な差

別的取扱いをすること 

交通機関 

の利用 

障害のある人が 

交通機関を利用 

する場合 

◆障害を理由として、交通機関の利用を拒否したり、制限

したり、これに条件を付けたりするなど不当な差別的取扱い

をすること 

不動産取引 障害のある人や 

障害のある人と 

同居する者等と 

不動産の取引を 

行う場合 

◆障害を理由として、不動産の売却、賃貸、転貸、賃借権

の譲渡を拒否したり、制限したり、これに条件を付けたりす

るなど不当な差別的取扱いを行うこと 

情報の提供 

コミュニケ

ーション 

障害のある人から 

情報提供を求めら 

れた場合 

◆障害を理由として、情報の提供を拒否したり、制限した

り、これに条件を付けたりするなど不当な差別的取扱いをす

ること 

 

障害のある人が 

意思を表示する 

場合 

◆障害を理由として、意思の表示を受けることを拒否した

り、制限したり、これに条件を付けたりするなど不当な差別

的取扱いをすること 
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２ 合理的配慮 

（１）基本的な考え方 

 

○県条例 

（障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 略 

２ 県及び事業者は、その事務又は事業を行うに当たり、障害のある人から現に

社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明（障害のある人の家族その

他の関係者が当該障害のある人を補佐して行う意思の表明を含む。）があった

場合において、当該障害のある人と建設的な対話を行い、その実施に伴う負担

が過重でないときは、障害のある人の権利利益を侵害することとならないよ

う、当該障害のある人の性別、年齢、障害の状態等に応じて、社会的障壁の除

去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

 

合理的配慮とは、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意

思の表明（障害のある人の家族その他の関係者が当該障害のある人を補佐して行う意

思の表明を含む。）があった場合において、障害のある人と建設的な対話を行い、その

実施に伴う負担が過重でないときに、障害のある人の権利利益を侵害することとなら

ないよう、当該障害のある人の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去

の実施についてなされる必要かつ合理的な配慮のことです。 

一例としては、 

○ 車椅子利用者のために段差に携帯スロープを渡す、高い所に陳列された商品を取

って渡すなどの物理的環境への配慮 

○ 筆談、読み上げ、手話などによるコミュニケーション、分かりやすい表現を使って

説明をするなどの意思疎通の配慮 

○ 障害の特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更 

などが挙げられます。 

条例は、県及び事業者に対し、その事務又は事業を行うに当たり、合理的配慮を行う

ことを義務付けています。 

 

（２）留意点 

合理的配慮は、障害のある人が受ける制限は、障害のみに起因するのではなく、社会

における様々な障壁と相対することによって生ずるものとのいわゆる「障害の社会モ
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デル」の考え方を踏まえたものであり、障害のある人の権利利益を侵害することとなら

ないよう、障害のある人が個々の場面において必要としている社会的障壁を除去する

ための必要かつ合理的な取組であり、その実施に伴う負担が過重でないものです。 

そして、合理的配慮は、県及び事業者の事務・事業の目的・内容・機能に照らし、必

要とされる範囲で本来の業務に付随するものに限られること、障害のない人との比較

において同等の機会の提供を受けるためのものであること、事務・事業の目的・内容・

機能の本質的な変更には及ばないことに留意する必要があります。 

また、合理的配慮は、障害の特性や配慮が求められる具体的場面や状況に応じて異な

り、多様で個別性の高いものであり、障害のある人の性別、年齢、状態等にも配慮する

必要があります。 

このため、障害のある人の状況を踏まえて、代替手段の選択も含め、双方の建設的対

話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で柔軟に対応する必要があります。 

さらに、合理的配慮は、技術の進展や社会情勢の変化等に応じて変わり得るものでも

あります。 

 

（３）意思の表明 

意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の除去に関する配慮を必

要としている状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、点字、拡大文字、筆談、

実物の提示や身振りサイン等による合図、触覚による意思伝達など、障害のある人が他

人とコミュニケーションを図る際に必要な手段（手話通訳者や要約筆記者等の通訳を

介するものを含む。）により伝えられます。 

また、障害のある人からの意思表明のみでなく、知的障害や発達障害を含む精神障害

等により本人の表明が困難な場合には、障害のある人の家族や支援者、介助者、法定代

理人などコミュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明も含まれ

ます。 

なお、意思表明が困難な障害のある人が介助者を伴っていない場合など、意思の表明

がない場合であっても、必要とされている配慮が明らかな場合には、適切な配慮をする

ために、障害のある人に話しかけるなど、自主的に必要な配慮を行うことが望まれます。 

 

（４）過重な負担の判断 

過重な負担に相当するかどうかについては、個別の事案ごとに、次の判断要素等を考

慮し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要です。 

また、県及び事業者は、過重な負担に相当すると判断した場合は、障害のある人にそ

の理由を説明し、理解を得るよう努めることも望まれます。 
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＜「過重な負担」を判断する要素＞ 

○ 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か） 

○ 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 

○ 費用・負担の程度 

○ 事務・事業規模 

○ 財政・財務状況 

 

（５）建設的な対話 

建設的対話とは、相手の状況を相互に理解し、双方が歩み寄るための手法です。事業

の目的に照らし、歩み寄りが困難な場合もありますが、柔軟に対応できる領域において

は、相手の立場に立った対応が求められます。 

求められる対応をすることが困難な場合でも、代わりとなる配慮をすることができ

ないかの検討や、ここまでなら対応できるが、これで足りるかなど、配慮を求める側と

配慮を提供する側が対話し、互いの状況を理解することで、必要な配慮の提供が実現さ

れることもあることから柔軟な対応と双方の歩み寄りが重要です。 

 

（６）環境の整備 

合理的配慮を必要とする障害のある人が多数見込まれる場合、障害のある人との関

係性が長期にわたる場合等には、その都度の合理的配慮の提供とは別に、環境整備を考

慮することも必要です。 

なお、環境整備には、施設等のバリアフリー化、意思表示やコミュニケーション支援

のためのサービス、支援者や介助者等の人的支援、障害のある人による円滑な情報の取

得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上のほか、職員や従業員に対する研

修等も含まれます。 

合理的配慮は、障害のある人の利用を想定して事前に行われるこれらの環境整備を

基礎として、個々の障害のある人に対して、その状況に応じて個別に実施される措置で

す。 

したがって各場面における環境の整備の状況によって合理的配慮の内容は異なる場

合があります。また、障害の状況等が変化することもあるため、障害のある人との関係

性が長期にわたる場合等には、提供する合理的配慮について、適宜、見直しを行うこと

も重要です。 
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四 分野別の不当な差別的取扱いと合理的配慮の具体例 

 

１ 福祉サービス 

（１）不当な取扱いの例 

   事業者が福祉サービスを提供するに際して、次のような取扱いをすることは「不当な

差別的取扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○サービスの利用を拒否すること 

・人的体制、設備体制が整っており、対応可能であるにもかかわらず、医療的ケアを必要

とする障害のある人、重度の障害のある人、多動の障害のある人の福祉サービスの利用

を拒否すること 

・身体障害者補助犬の同伴を拒否すること 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・対応を後回しにすること、サービス提供時間を変更又は限定すること 

・他の者とは別室での対応を行うなど、サービス提供場所を限定すること 

・サービス事業所選択の自由を制限すること（障害当事者が望まないサービス事業所をす

すめるなど） 

・サービスの利用に必要な情報提供を行わないこと 

 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・保護者や支援者・介助者の同伴をサービスの利用条件とすること 

・サービスの利用に当たって、他の利用者と異なる手順を課すこと（仮利用期間を設ける、

他の利用者の同意を求めるなど） 

 

○サービスの利用・提供に当たって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・行事、娯楽等への参加を制限すること 

・年齢相当のクラスに所属させないこと 

・本人を無視して、支援者・介助者や付添者のみに話しかけること 

・本人の意思又はその家族等の意思（障害のある方の意思を確認することが困難な場合に

限る。）に反して、福祉サービス（施設への入所、通所、その他のサービスなど）を行

うこと 
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（２）合理的配慮の例 

   事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 

なお、合理的配慮の提供に当たっては、個別の支援計画（サービス等利用計画、ケア

プラン等）に位置付けるなどの取組も望まれます。 

 

○物理的環境への配慮 

・施設内の段差にスロープを渡すこと 

・エレベーターがない施設の上下階に移動する際、マンパワーで移動をサポートすること 

・場所を１階に移す、トイレに近い場所にする等の配慮をすること 

・電光表示板、ヒアリングループ（磁気誘導ループ）などの補聴装置の設置、点字サイン

付き手すりの設置、音声ガイドの設置を行うこと 

・色の組み合わせによる見にくさを解消するため、掲示物や案内図等の配色を工夫するこ

と 

・トイレ、作業室など部屋の種類や、その方向を示す絵記号や色別の表示を工夫すること 

・パニック等を起こした際に静かに休憩できる場所を設けること 

 

○意思疎通の配慮 

・説明文書の点字版、拡大文字版、テキストデータ、音声データ（コード化したものを含

む）の提供や必要に応じて代読・代筆を行うこと 

・手話、要約筆記、筆談、図解、ふりがな付文書を使用するなど、本人が希望する方法で

わかりやすい説明を行うこと 

・文書を読み上げたり、口頭による丁寧な説明を行うこと 

・電子メール、ホームページ、ファックスなど多様な媒体で情報提供、利用受付を行うこ

と 

・館内放送を文字化したり、電光表示板で表示したりすること 

・必要に応じて手話通訳や要約筆記者を配置すること 

・口話が読めるよう透明マスクを着用して話をすること 

・ＩＣＴ（コンピューター等の情報通信技術）を活用したコミュニケーション機器（デー
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タを点字に変換して表示する、音声を文字変換する、表示された絵などを選択すること

ができる機器など）を設置すること 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・障害の特性に応じた休憩時間等の調整などのルール、慣行を柔軟に変更すること 

 

 

※ 三２（６）環境整備との関係においても触れましたが、不特定多数の障害のある人

を主な対象として行われる事前の改善措置については、合理的配慮を的確に行うた

めの環境の整備として実施に努めることとされています。そのうち、バリアフリーに

関しては下記のような整備が一例として考えられます。 

 

・施設内の段差を解消すること、スロープを設置すること 

・トイレや浴室をバリアフリー化・オストメイト対応すること 

・床をすべりにくくすること 

・階段や表示を見やすく明瞭にすること 

・車椅子で利用しやすい高さにカウンターを改善すること 
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２ 医療 

（１）不当な取扱いの例 

   事業者が医療分野のサービスを提供するに際して、次のような取扱いをすることは

「不当な差別的取扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○サービスの提供を拒否すること 

・医療機関や薬局において、人的体制、設備体制が整っており、対応可能であるにもかか

わらず、障害があることを理由に診療・入院・調剤等を拒否すること。特に、緊急の対

応を要する場面も想定されることに十分留意が必要です。 

・正当な理由なく、医療機関や薬局内に、身体障害者補助犬を同伴することを拒否するこ

と 

 

○サービスの提供を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・正当な理由なく、診察などを後回しにすること、サービス提供時間を変更又は限定する

こと 

・正当な理由なく、診察室や病室の制限を行うこと 

・医療の提供に際して必要な情報提供を行わないこと 

 

○サービスの提供に際して条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・正当な理由なく、保護者や支援者・介助者の同伴を診察・治療・調剤等の条件とするこ

と 

 

○サービスの提供に当たって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・正当な理由なく、本人（本人の意思を確認することが困難な場合は家族等）の意思に反

した医療の提供を行うこと又は意思に沿った医療の提供を行わないこと 

・正当な理由なく、病院や施設が行う行事等への参加や共用設備の利用を制限すること 

・本人を無視して、支援者・介助者や付添者のみに話しかけること 

・大人の患者に対して、幼児の言葉で接すること 

・わずらわしそうな態度や、患者を傷つけるような言葉をかけること 

・診療等に当たって患者の身体への丁寧な扱いを怠ること 
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（２）合理的配慮の例 

   事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、事業者に強制する性格のものではなく、ここに記載された事例であっても、事業

者の事業規模等によっては過重な負担となる可能性があるため、事業者においては、法、

基本方針及び本指針を踏まえ、具体的場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待

されます。 

  

○物理的環境への配慮 

・施設内の段差にスロープを渡すこと 

・エレベーターがない施設の上下階に移動する際、マンパワーで移動をサポートすること 

・場所を１階に移す、トイレに近い場所にする等の配慮をすること 

・電光表示板、ヒアリングループ（磁気誘導ループ）などの補聴装置の設置、点字サイン

付き手すりの設置、音声ガイドの設置を行うこと 

・色の組み合わせによる見にくさを解消するため、掲示物や案内図等の配色を工夫するこ

と 

・トイレ、病室など部屋の種類や、その方向を示す絵記号や色別の表示を工夫すること 

・パニック等を起こした際に静かに休憩できる場所を設けること 

・障害のある人に配慮したナースコールの設置を行うこと（息でナースコールができるマ

ルチケアコール、機能障害者用押しボタンなど） 

 

○意思疎通の配慮 

・説明文書の点字版、拡大文字版、テキストデータ、音声データ（コード化したものを含

む）の提供や必要に応じて代読・代筆を行うこと 

・身振り、手話、要約筆記、筆談、図解、ふりがな付文書を使用するなど、本人が希望す

る方法でわかりやすい説明を行うこと 

・文書を読み上げたり、口頭による丁寧な説明を行うこと 

・電子メール、ホームページ、ファックスなど多様な媒体で情報提供、予約受付、案内を

行うこと 

・個人情報の保護に配慮した上で、施設内放送を文字化したり、電光表示板で表示したり

すること 

・必要に応じて、手話通訳や要約筆記者を配置すること 

・声がよく聞こえるように、また、口の動きや表情を読めるようにマスクを外して話をす
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ること 

・ＩＣＴ（コンピューター等の情報通信技術）を活用したコミュニケーション機器（デー

タを点字に変換して表示する、音声を文字変換する、表示された絵などを選択すること

ができる機器など）を設置すること 

・診療の予約時などに、患者から申出があった自身の障害特性などの情報を、スタッフ間

で事前に共有すること 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・診察室等で待つ場合、障害の特性に応じて、患者が待ちやすい近くの場所で待ってもら

い、順番が来たら電話で呼び込むなど柔軟に対応する 

・聴覚障害者など、外見上、障害があると分かりづらい患者の受付票にその旨が分かる連

絡カードを添付するなど、スタッフ間で配慮事項を伝達する体制を作っておく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



52 

 

３ 商品販売・サービス 

（１）不当な取扱いの例 

   事業者が商品の販売やサービスを提供するに際して、次のような取扱いをすること

は「不当な差別的取扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○サービスの利用を拒否すること 

・見学にきた障害のある人に対して、障害があるという理由だけで、本人の話も聞かずに、

見学もさせないこと 

・障害があるという理由だけで、障害のある人の様子なども見ずに、「無理です」とサー

ビスを断ること 

・障害のある人が、身体障害者補助犬の同伴やその他サービスの利用にあたり必要となる

配慮等を事前に申し出ているにもかかわらず、その対応の可否を検討することなく、一

律に、サービスの利用を拒否したり、制限を加えたりすること 

・障害のある人がスポーツクラブに入会しようとする際、障害の状態や求められる配慮等

を聞こうとせず、障害があることを理由に、事情も説明せず、入会を一律に断ること 

・施設の構造上問題がないのにもかかわらず、車椅子を利用しているとの理由だけで、事

情も説明せず、入場を断ること 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・障害があるという理由だけで、対応を後回しにしたり、サービスの提供時間を限定する

こと 

・障害があるという理由だけで、資料の送付や、パンフレットの提供を拒むこと 

 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・旅行ツアーやホテルの宿泊の申込み等において、障害の状態や必要な配慮等について確

認等をすることなく、障害があることを理由に、事情も説明せず、付き添いを一律に求

めること 

 

○サービスの利用・提供に当たって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・障害のある人に対し、飛行機搭乗手続きをする際、航空旅行に関して特段の支障がない

にもかかわらず、医師許可証の提出を求めること 

・遊戯施設、運動施設の利用において、障害のある子どもに対して「あぶない」等を理由

にアトラクションや設備、用具の利用を一律制限したり、拒否すること 
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（２）合理的配慮の例 

事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求め

られています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に十

分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 

 

【想定される場面例】 

・事務所（来客、窓口、問合せ等） 

・店舗（商品等販売、問合せ等） 

・自宅への訪問（商品等販売、小売事業者による商品宅配等） 

 

○物理的環境への配慮の具体例 

・困っていると思われるときは、まずは声をかけ、手伝いの必要性を確かめてから対応 

する 

・段差がある場合に、車椅子利用者にキャスター上げ等の補助をする、携帯スロープを渡

す等する 

・配架棚の高い所に置かれた商品やパンフレット等を取って渡す。商品やパンフレット等

の位置を分かりやすく教える 

・売り場への案内の要望があった場合は目的の場所へ案内する。また一般的な案内の際

に、障害のある人の歩行速度に合わせた速度で歩いたり、左右・前後・距離の位置取り

について、 障害のある人の希望を聞いたりする 

・店舗の構造などで入店できない場合に、品物を店頭まで持参し選んでもらう 

・疲労を感じやすい障害のある人から別室での休憩の申し出があった際、別室の確保が困

難である場合に、当該障害のある人に事情を説明し、対応窓口の近くに長椅子を移動さ

せて臨時の休憩スペースを設ける 

・障害者用の駐車場について、健常者が利用することのないよう注意を促す 

・小売事業者による商品宅配時において具体的要望があった際に、品物を家の中の指定さ

れたところまで運ぶ 

 

○意思疎通の配慮の具体例 

・筆談、読み上げ、手話、手書き文字（手のひらに文字を書いて伝える方法）等のコミ 
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ュニケーション手段を用いる 

・要望があった際に、文書記載事項を読み上げる 

・意思疎通が不得意な障害のある人に対し、絵カード等を活用して意思を確認する 

・書類記入の際に、記入方法等を本人の目の前で示したり、わかりやすい記述で伝達する。

また、要望があった際に、書類の内容や状況に応じて、代筆にも対応する 

・比喩表現等が苦手な障害のある人に対し、比喩や暗喩、二重否定表現等を用いずに具体

的に説明する 

・知的障害者から申し出があった際に、２つ以上のことを同時に説明することは避け、ゆ

っくり、丁寧に、繰り返し説明し、内容が理解されたことを確認しながら応対する。ま

た、なじみのない外来語は避ける、漢数字は用いない、時刻は 24時間表記ではなく午

前・午後で表記する等の配慮を念頭に置いたメモを、必要に応じて適時に渡す。また紙

等に書いて伝達する場合には、分かち書き（文を書く時、語と語の間に空白を置く書き

方）を行うよう努める 

・パニック状態になったときは、刺激しないように、また危険がないように配慮し、周り

の人にも理解を求めながら、落ち着くまでしばらく見守る。また、パニック状態の障害

のある人へ落ち着ける場所を提供する 

・注文や問合せ等に際し、インターネット画面への入力によるものだけでなく電話等でも

対応できるようにする 

・店舗において障害のある人と話す際は、相手と１m 位の距離で、相手の正面をむいて、

顔（口）の動きが見えるように話す 

・商品の色や形状、内容物等について説明の要望があった際に具体的にわかりやすく説明

を行う 

・精算時に金額を示す際は、金額が分かるようにレジスター又は電卓の表示板を見やすい

ように向ける、紙等に書く、絵カードを活用する等して示すようにする 

・お金を渡す際に、紙幣と貨幣に分け、種類毎に直接手に渡す 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更の具体例 

・順番を待つことが負担となる障害のある人に対し、周囲の者の理解を得た上で、手続き

順を入れ替える 

・立って列に並んで順番を待っている場合に、周囲の者の理解を得た上で、当該障害のあ

る人の順番が来るまで別室や席を用意する 

・他人との接触、多人数の中にいることによる緊張等により、コミュニケーションに支障

が出る等の場合には、当該障害のある人に説明の上、施設の状況に応じて別室を準備す

る 

・展示会等開催時の入退場に支障が生じるような場合には、一般入場口とは別に専用口を

設ける 
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・スクリーンや板書等がよく見えるように、スクリーン等に近い席を確保する 

・資格試験等を受験する際や学習塾等での座席は、必要なスペースを確保する 

・セルフサービスのガソリンスタンドにおいて、要望があった場合には、安全に配慮しつ

つ給油に協力する 
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４ 労働・雇用 

（１）不当な取扱いの例 

事業者が雇用の分野において、次のような取扱いをすることは「不当な差別的取扱い」

となるおそれがあります。ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られ

るものではありません。また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別

的取扱いに該当しない場合があることにご留意ください。 

 

○障害があることを理由に障害のある人を排除すること 

（募集及び採用時） 

・単に障害があるからという理由で、障害のある人の応募を拒否すること 

（採用後） 

・労働能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、障害のある人を昇進の対象

としないこと 

・一定の職務に従事する者を対象とする教育訓練を行うに当たって、同一の職場における

障害のない人は教育訓練の対象としているが、障害のある人は教育訓練の対象としな

いこと 

・企業が福利厚生の措置を行っている場合に、単に障害があるからという理由で、当該福

利厚生の措置の対象としないこと 

・労働能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、障害のある人だけを、一般

職から総合職への変更の対象から排除すること 

・労働能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、障害のある人だけを、パー

トタイムからフルタイムへの変更の対象から排除すること 

・労働能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、解雇の対象としたり、労働

契約を更新しないこと 

 

○障害のある人に対してのみ不利な条件を設けること 

（募集及び採用時） 

・単に障害があるからという理由で、障害のある人に対してのみ特定の資格を有すること

を応募要件とすること 

（採用後） 

・採用後において、障害のない人と同様の職務に従事しているにもかかわらず、労働能力

等に基づかず、単に障害があることを理由として、障害のない人と比較して、雇用形態、

賃金、賞与、昇進、退職金などにおいて不利な取扱いをすること 

・単に障害があるからという理由で、障害のある人について一律に試用期間を長くするこ

と 

・昇給に当たって、障害のある人に対してのみ試験を課すこと 
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・労働能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、特定の仕事を割り当てるこ

と（合理的配慮として、障害のある人本人の障害特性や労働能力、適性等を考慮して特

定の仕事を割り当てる場合を除く） 

・一定の職務に従事する者を対象とする教育訓練を行うに当たって、労働能力等に基づか

ず、障害のある人については、障害のない人と比較して長い勤続年数を教育訓練の受講

要件とすること 

・私的保険制度の補助、奨学金の支給等の福利厚生の措置を行っている場合に、障害のあ

る人に対してのみ、特別な条件を付すこと 

・労働能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、障害のある人のみを退職の

勧奨の対象とすること 

・退職の勧奨の対象となる基準を満たす者が障害のある人を含めて複数いる場合に、労働

能力等に基づかず、単に障害があるからという理由で、障害のある人を優先して退職の

勧奨の対象とすること 

・障害のない人には定年を定めない一方で、障害のある人のみ定年を６０歳と定めること 

・労働契約の更新の際、障害のある人に対してのみ、一定以上の成績を上げていることを

条件とすること 

 

○障害のない人を優先すること 

（募集及び採用時） 

・採用基準を満たす者が複数名存在した場合に、その労働能力等に基づかず、障害のない

人から順番に採用すること 

（採用後） 

・営業職への配置の基準を満たす労働者が障害のある人を含めて複数いる場合に、労働能

力等に基づかず、障害のない人から順番に営業職に配置すること 

・昇進基準を満たす者が障害のある人を含めて複数いる場合に、労働能力等に基づかず、

単に障害の有無だけを理由として、障害のない人を優先して昇進の対象とすること 

・労働能力等に基づかず、障害のない人を優先して労働契約更新の対象とすること 

・障害のある人と障害のない人が等しく要件を満たしているにもかかわらず、障害のない

人を優先して住宅資金の貸付等の福利厚生の措置の対象とすること 

 

（２）合理的配慮の例 

事業者は、募集及び採用時においては、障害のある人と障害のない人との均衡を確保

するための措置を、採用後においては、障害のある人と障害のない人の均等な待遇の確

保または障害のある人の能力の有効な発揮の支援となっている事情を改善するための

措置が求められています。 

個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要としている旨
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の意思表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求められてい

ます。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に十分に配慮

することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、事業者に強制する性格のものではなく、ここに記載された事例であっても、事業

者の事業規模等によっては過重な負担となる可能性があるため、事業者においては、法、

基本方針及び本指針を踏まえ、具体的場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待

されます。 

 

 ○物理的環境への配慮 

（募集及び採用時） 

・面接の際にできるだけ移動が少なくて済むようにすること 

（採用後） 

・職場内の机等の配置、危険箇所を事前に確認すること 

・移動の支障となる物を通路に置かない、机の配置や打合せ場所を工夫する等により職場

内での移動の負担を軽減すること 

・危険箇所や危険の発生等を視覚で確認できるようにすること 

・机の高さを調節すること等作業を可能にする工夫を行うこと 

・スロープ、手すり等を設置すること 

 

 ○意思疎通の配慮 

（募集及び採用時） 

・募集内容について、音声等で提供すること 

・面接を筆談等により行うこと 

（採用後） 

・拡大文字、音声ソフト等の活用により業務が遂行できるようにすること 

・業務指示、連絡に際して、筆談やメール等を利用すること 

 

 ○ルール・慣行の柔軟な変更 

（募集及び採用時） 

・採用試験について、点字や音声等による実施や、試験時間の延長を行うこと 

・面接時に、就労支援機関の職員等の同席を認めること 

・面接時間について、体調に配慮すること 

・面接・採用試験について、文字によるやりとりや試験時間の延長等を行うこと 

（採用後） 

・業務指導や相談に関し、担当者を定めること 
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・出退勤時刻・休暇・休憩に関し、通院・体調に配慮すること 

・感覚過敏を緩和するため、サングラスの着用や耳栓の使用を認める等の対応を行うこと 

・体温調整しやすい服装の着用を認めること 

・できるだけ静かな場所で休憩できるようにすること 

・本人の負担の程度に応じ、業務量等を調整すること 

・本人の状況を見ながら業務量等を調整すること 

・本人の習熟度に応じて業務量を徐々に増やしていくこと 

・図等を活用した業務マニュアルを作成する、業務指示は内容を明確にし、一つずつ行う

等作業手順を分かりやすく示すこと 

・業務の優先順位や目標を明確にし、指示を一つずつ出す、作業手順を分かりやすく示し

たマニュアルを作成する等の対応を行うこと 

・業務指示やスケジュールを明確にし、指示を一つずつ出す、作業手順について図等を活

用したマニュアルを作成する等の対応を行うこと 

・仕事内容等をメモにする、一つずつ業務指示を行う、写真や図を多用して作業手順を示

す等の対応を行うこと 

・本人のプライバシーに配慮した上で、他の労働者に対し、障害の内容や必要な配慮等を

説明すること 
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５ 教育 

（１）不当な取扱いの例 

事業者が教育分野のサービスを提供するに際して、次のような取扱いをすることは

「不当な差別的取扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○サービスの利用を拒否すること 

・学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、窓口対応を拒否すること 

・資料の送付、パンフレットの提供、説明会やシンポジウムへの出席等を拒むこと 

・社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等やそれらのサービスへの利用をさせないこと 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、窓口対応の順序を後回しに

すること 

・学校への入学の出願の受理、受験、入学、授業等の受講や研究指導、実習等校外教育活

動、入寮、式典参加を拒むこと 

 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・学校への入学の出願の受理、受験、入学、授業等の受講や研究指導、実習等校外教育活

動、入寮、式典参加を拒まない代わりとして正当な理由のない条件を付すこと 

 

○サービスの利用・提供に当たって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・試験等において合理的配慮の提供を受けたことを理由に、当該試験等の結果を学習評価

の対象から除外したり、評価において差を付けたりすること 

 

なお、以下は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにはあたらないと考えられ

る事例です。 

・学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、合理的配慮を提供等するた

めに必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ、障害のある人である利用者に障害の状

況等を確認すること 

・障害のある幼児、児童及び生徒のため、通級による指導を実施する場合において、また

特別支援学級及び特別支援学校において、特別の教育課程を編成すること 
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（２）合理的配慮の例 

事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 

 

○物理的環境への配慮 

・学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、災害時の警報音、緊急連

絡等が聞こえにくい障害のある人に対し、災害時に関係事業者の管理する施設の職

員が直接災害を知らせたり、緊急情報・館内放送を視覚的に受容することができる警

報設備・電光表示機器等を用意したりすること 

・管理する施設・敷地内において、車椅子利用者のためにキャスター上げ等の補助をし、

又は段差に携帯スロープを渡すこと 

・配架棚の高い所に置かれた図書やパンフレット等を取って渡したり、図書やパンフレ

ット等の位置を分かりやすく伝えたりすること 

・疲労を感じやすい障害のある人から別室での休憩の申出があった際、別室の確保が困

難である場合に、当該障害のある人に事情を説明し、対応窓口の近くに長椅子を移動

させて臨時の休憩スペースを設けること 

・移動に困難のある学生等のために、通学のための駐車場を確保したり、参加する授業

で使用する教室をアクセスしやすい場所に変更したりすること 

・聴覚過敏の児童生徒等のために教室の机・椅子の脚に緩衝剤を付けて雑音を軽減す

る、視覚情報の処理が苦手な児童生徒等のために黒板周りの掲示物等の情報量を減

らすなど、個別の事案ごとに特性に応じて教室環境を変更すること 

 

○意思疎通の配慮 

・学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、筆談、要約筆記、読み上

げ、手話、点字など多様なコミュニケーション手段や分かりやすい表現を使って説明

するなどの意思疎通の配慮を行うこと 

・情報保障の観点から、見えにくさに応じた情報の提供（聞くことで内容が理解できる

説明・資料や、拡大コピー、拡大文字又は点字を用いた資料、遠くのものや動きの速

いものなど触ることができないものを確認できる模型や写真等の提供）、聞こえにく

さに応じた視覚的な情報の提供、見えにくさと聞こえにくさの両方がある場合に応
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じた情報の提供（手のひらに文字を書いて伝える等）、知的障害に配慮した情報の提

供（伝える内容の要点を筆記する、漢字にルビを振る、単語や文節の区切りに空白を

挟んで記述する「分かち書き」にする、なじみのない外来語は避ける等）を行うこと、

また、その際、各媒体間でページ番号等が異なり得ることに留意して使用すること 

・知的障害のある利用者に対し、抽象的な言葉ではなく、具体的な言葉を使うこと。例

えば、サービスを受ける際の「手続」や「申請」など生活上必要な言葉等の意味を具

体的に説明して、当該利用者等が理解しているかを確認すること 

・障害児又は知的障害、発達障害、言語障害等により言葉だけを聞いて理解することや

意思疎通が困難な障害のある人に対し、絵や写真カード、コミュニケーションボード、

タブレット端末等のＩＣＴ機器の活用、視覚的に伝えるための情報の文字化、質問内

容を「はい」又は「いいえ」で端的に答えられるようにすることなどにより意思を確

認したり、本人の自己選択・自己決定を支援したりすること 

・比喩表現等の理解が困難な障害のある人に対し、比喩や暗喩、二重否定表現などを用

いずに説明すること 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・目的の場所までの案内の際に、障害のある人の歩行速度に合わせた速度で歩いたり、

介助する位置（左右・前後・距離等）について、障害のある人の希望を聞いたりする

こと 

・介助等を行う学生（以下「支援学生」という。）、保護者、支援員等の教室への入室、

授業や試験でのパソコン入力支援、移動支援、待合室での待機を許可すること 

・学校、社会教育施設、スポーツ施設、文化施設等において、事務手続の際に、職員や

教員、支援学生等が必要書類の代筆を行うこと 

・障害のある人が立って列に並んで順番を待っている場合に、周囲の理解を得た上で、

当該障害のある人の順番が来るまで別室や席を用意すること 

・他人との接触、多人数の中にいることによる緊張のため、不随意の発声等がある場合、

緊張を緩和するため、当該障害のある人に説明の上、施設の状況に応じて別室を用意

すること 

・学校、文化施設等において、板書やスクリーン等がよく見えるように、黒板等に近い

席を確保すること 

・スポーツ施設、文化施設等において、移動に困難のある障害のある人を早めに入場さ

せ席に誘導したり、車椅子を使用する障害のある人の希望に応じて、決められた車椅

子用以外の客席も使用できるようにしたりすること 

・入学試験や検定試験において、本人・保護者の希望、障害の状況等を踏まえ、別室で

の受験、試験時間の延長、点字や拡大文字、音声読み上げ機能の使用等を許可するこ

と 
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・点字や拡大文字、音声読み上げ機能を使用して学習する児童生徒等のために、授業で

使用する教科書や資料、問題文を点訳又は拡大したものやテキストデータを事前に

渡すこと 

・聞こえにくさのある児童生徒等に対し、外国語のヒアリングの際に、音質・音量を調

整したり、文字による代替問題を用意すること 

・知的発達の遅れにより学習内容の習得が困難な児童生徒等に対し、理解の程度に応じ

て、視覚的に分かりやすい教材を用意すること 

・肢体不自由のある児童生徒等に対し、体育の授業の際に、上・下肢の機能に応じてボ

ール運動におけるボールの大きさや投げる距離を変えたり、走運動における走る距

離を短くしたり、スポーツ用車椅子の使用を許可したりすること 

・日常的に医療的ケアを要する児童生徒等に対し、本人が対応可能な場合もあることな

どを含め、配慮を要する程度には個人差があることに留意して、医療機関や本人が日

常的に支援を受けている介助者等と連携を図り、個々の状態や必要な支援を丁寧に

確認し、過剰に活動の制限等をしないようにすること 

・慢性的な病気等のために他の児童生徒等と同じように運動ができない児童生徒等に

対し、運動量を軽減したり、代替できる運動を用意したりするなど、病気等の特性を

理解し、過度に予防又は排除をすることなく、参加するための工夫をすること 

・治療等のために学習できない期間が生じる児童生徒等に対し、補講を行うなど、学習

機会を確保する方法を工夫すること 

・読み・書き等に困難のある児童生徒等のために、授業や試験でのタブレット端末等の

ＩＣＴ機器使用を許可したり、筆記に代えて口頭試問による学習評価を行ったりす

ること 

・発達障害等のため、人前での発表が困難な児童生徒等に対し、代替措置としてレポー

トを課したり、発表を録画したもので学習評価を行ったりすること 

・学校生活全般において、適切な対人関係の形成に困難がある児童生徒等のために、能

動的な学習活動において、グループを編成する時には、事前に伝えたり、場合によっ

ては本人の意向を確認したりすること。また、こだわりのある児童生徒等のために、

話し合いや発表などの場面において、意思を伝えることに時間を要する場合がある

ことを考慮して、時間を十分に確保したり個別に対応したりすること 

・理工系の実験、地質調査のフィールドワークなどでグループワークができない学生等

や、実験の手順や試薬を混同するなど、作業が危険な学生等に対し、個別の実験時間

や実習課題を設定したり、個別のティーチング・アシスタント等を付けたりすること 
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６ 建築物の利用 

（１）不当な取扱いの例 

事業者が施設利用に関する分野のサービスを提供するに際して、次のような取扱い

をすることは「不当な差別的取扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

 ○サービスの利用を拒否すること 

・障害があるという理由だけで、施設の利用を拒否する 

・身体障害者補助犬の帯同を理由として施設の利用を拒否する 

 

 ○サービスの利用を制限したり条件を付すこと（場所・時間帯などを制限したり、障害のない者

には付さない条件を付すこと） 

・障害があるという理由だけで、立ち入る場所や時間帯を制限し、又は障害のない人に対

して付さない条件をつける 

 

なお、以下は、障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱

いにあたらないと考えられる事例です。 

 ・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ、利用者に障

害の状況等を確認する 

 

（２）合理的配慮の例 

事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 

 

 ○物理的環境への配慮 

・乗用カート及び車椅子の貸し出しを行うとともに、ＷＥＢサイトにて、貸し出しの情報

を掲載する 

・ロビー等に設置している椅子に優先席を設ける 
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・身体障害者補助犬用のトイレを設置する 

・車椅子利用者の目線に合わせた自動販売機、カウンター等を設置する 

  

○意思疎通の配慮 

・ＷＥＢサイトにて、障害のある利用者用の情報を分かりやすく掲載するとともに、音声

読みあげ、文字拡大機能をつける 

・聴覚障害、言語障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の障害の

ある利用者に対して、その障害の特性に応じたコミュニケーション手段（メモ、筆談ボ

ード、手話ができるスタッフの配置、コミュニケーションを支援するアプリケーション

ソフトウェア等）を用いて対応する 

・利用者の希望があれば、代筆・代読等の対応を行う 

・施設内のパンフレットに、ピクトグラム（絵文字）等案内表示の解説を記載する 

・聴覚障害のある利用者に対して、施設に関する情報や緊急情報について、音声情報とと

もに視覚的情報手段（手話、字幕等）を提供する 

・施設内にある資料、情報誌等について、点字等に対応する 

・点字ブロック、音声案内機を適所に設置する 

・視覚障害のある利用者に見やすいサインを設置する 

  

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・災害時の避難誘導について、障害の特性に応じた対応を実施する 

・障害及び社会的障壁により社会生活に相当な制限を受ける状態にある者、高齢者等様々

な利用者の特性を理解した上で、適切な接遇・介助を行うことができるよう、職員へ教

育を行う 

・タッチパネル式を採用しているサービス（ロッカー等）について、視覚障害や身体障害

のある利用者等が利用できるサービスの併用及び人的対応等代替手段を提供する 

・利用者に対する割引制度やサービスの周知を行う 
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７ 交通機関の利用 

【鉄道】 

（１）不当な取扱いの例 

交通事業者が、次のような取扱いをすることは「不当な差別的取扱い」となるおそれ

があります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○サービスの利用を拒否すること 

・障害があるという理由だけで、乗車を拒否する 

・身体障害者補助犬の帯同を理由として乗車を拒否する 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・障害があるという理由だけで、乗車できる場所や時間帯を制限する 

 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・障害があるという理由だけで、障害のない人に対して付さない条件をつける 

 

  なお、以下は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにはあたらないと考えられ

る事例です。 

・車椅子等を使用して列車に乗車する場合、段差が存在し、係員が補助を行っても上下移

動が困難等の理由により、利用可能駅・利用可能列車・利用可能時間等の必要最小限の

利用条件を示す 

・車椅子等を使用して列車に乗車する場合、段差にスロープ板を渡す等乗降時の対応にか

かる人員の手配や車椅子座席の調整等で乗降に時間がかかる 

 

（２）合理的配慮の例 

事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 
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○物理的環境への配慮 

・障害のある方が列車に乗降する、又は列車の乗降のために駅構内を移動する際に手伝

う 

 

○意思疎通の配慮 

・窓口等で障害のある方の障害の特性に応じたコミュニケーション手段（筆談、読み上

げなど）で対応する 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・券売機の利用が難しい場合、障害の特性に応じ、窓口での発売や券売機操作を手伝う 

 

【バス】 

（１）不当な取扱いの例 

○サービスの利用を拒否すること 

・障害があるという理由だけで、乗車を拒否する 

・身体障害者補助犬の帯同を理由として乗車を拒否する 

・運転者が、乗車スペースがあると認識していたにもかかわらず、介助者や他の乗客への

協力を依頼することなく車椅子使用者だけ乗車を拒否する 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・障害があるという理由だけで、乗車できる場所や時間帯を制限する 

・車椅子使用者に対し、混雑する時間のバス利用を避けてほしいと言う 

 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・障害があるという理由だけで、障害のない人に対して付さない条件をつける 

 

なお、以下は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにはあたらないと考えられ

る事例です。 

・車内が混雑していて車椅子スペースが確保できない場合、車椅子使用者に説明した上

で、次の便への乗車をお願いする 

・低床式車両やリフト付きバスでない場合、運転者ひとりで車椅子使用者の安全な乗車を

行うことは無理と判断し、他の利用者に車内マイクを使って協力をお願いしたが、車内

で利用者の協力が得られず乗車できない場合、説明をした上で発車する 

・車椅子がバスに設置されている固定装置に対応していないため、転倒等により車椅子利

用者や他の乗客が怪我をする恐れがある場合は、乗車を遠慮してもらう場合がある 
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（２）合理的配慮の例 

○物理的環境への配慮 

・定期的にバスを利用する車椅子使用者の利用時間に合わせ、路線を指定してバリアフリ

ー対応の車両を配車する 

・スロープ板を出すことが困難なバス停では、前後で乗降可能な位置にバスを停車する。 

・バスと歩道等のすき間が広く開かないように停車する 

・車椅子使用者の乗車ができないことがないように、スロープや車椅子固定装置の整備・

点検を徹底する 

 

○意思疎通の配慮 

・コミュニケーションボードや筆談等により対応を行う 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・車椅子使用者がバスに乗車する際、車内の利用者へ車椅子スペースを空けてもらうよう

車内案内により協力をお願いする 

・運賃支払いの手助けを必要とする障害のある人については、障害の特性に応じた配慮を

する 

・インターネットで、低床式車両の位置情報サービスを実施する 

・視覚障害者、聴覚障害者のため、音声合成装置や停留所名表示器を装備するなど、ハー

ド面での充実を図るとともに、肉声による車内案内をこまめに行う 

・高齢者や障害のある人等の特性を理解した上で、適切な接遇・介助を行うことができる

よう、運転者へ教育を行う 

 

【タクシー】 

（１）不当な取扱いの例 

○サービスの利用を拒否すること 

・車椅子使用者、白杖使用者等外見上障害のある人と認識して止まることなく、乗車を拒

否する。 又は障害のある人と認識した時点で、乗車を拒否する 

・身体障害者補助犬の帯同を理由として乗車を拒否する 

・障害者割引に対して、割引タクシー券の利用や領収書の発行を拒否する 

 

なお、以下は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにはあたらないと考えられ

る事例です。 

・車椅子の乗車設備、固定装置等がない車両の場合、車椅子を使用したままの乗車を断る 

・セダン式タクシーの場合、手動車椅子や簡易電動車椅子等の折りたたみ可能なものは、
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法令等の基準内においてトランクに（ひも等で縛り）積載が可能であるが、大型電動車

椅子等の折りたたみが不可能なものについては積載できないため、乗車を断る 

・車椅子からタクシー座席への移乗等にあたって、介助人がおらずタクシードライバーだ

けでは対応ができない場合は乗車を断る 

・駐停車禁止除外標章等の交付を受けていない車両において、駐停車禁止場所での乗降

や、車両を離れての介助行為等道路交通法等の法規制に抵触するサービスの提供を断

る 

 

（２）合理的配慮の例 

○意思疎通の配慮 

・メモ等筆談により対応を行う 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・障害のある人のタクシーへの乗降時の補助、車椅子等の大きな荷物のトランクへの収納

の手助け等を行う 

・自身でシートベルトを装着することができない障害のある人の方の場合、乗車時にシー

トベルトの装着と装着確認をタクシードライバーが行う 

・タクシードライバーが高齢者や障害のある人等の特性を理解した上で、適切な接遇・介

助を行うことを目的とした「ユニバーサルドライバー研修」を、全てのタクシードライ

バーが受講する 

 

【船舶】 

（１）不当な取扱いの例 

○サービスの利用を拒否すること 

・障害があるという理由だけで、又は、障害を理由とした単独での乗船を拒否する 

・身体障害者補助犬の帯同を理由として乗船を拒否する 

・船内宿泊の際、個室の予約を断る 

 

なお、以下は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにはあたらないと考えられ

る事例です。 

・障害の程度から客観的に判断して、緊急時に、乗組員が他の乗客の安全の確保を図りつ

つ補助を行ったとしても、安全に避難することが困難と考えられる場合において、当該

障害のある人に介助者の付き添いを求める 

・乗組員が乗降を補助する必要がある場合において、限られた乗組員で船舶を安全に離着

岸させる都合上、乗下船の順番を前後させる 
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（２）合理的配慮の例 

○物理的環境への配慮 

・車椅子使用者が旅客船に乗降する際に手伝う 

 

○意思疎通の配慮 

・コミュニケーションボードや筆談等により対応を行う 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・車椅子の貸し出しを行う 

・電話や窓口で、事前に申告、相談することで、関係部署への引継ぎや情報共有を実施す

る 

・車のまま乗船したい旨事前に申込みがあった場合には、可能な限り、客室に近い駐車ス

ペースを確保する 

・障害者割引制度などを、利用者へ積極的に周知・案内する 

・車椅子固定具やスロープなどの船舶設備の扱い方を乗組員に研修する 

 

【飛行機】 

（１）不当な取扱いの例 

○サービスの利用を拒否すること 

・安全上の問題などがないにもかかわらず、障害のみを理由に搭乗を拒否する 

・同伴者がいないことを理由に、軽度な歩行困難な利用者の搭乗を拒否する 

・身体障害者補助犬の帯同を理由として搭乗を拒否する 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・安全上の理由などがなく、座席制限が不要であるにもかかわらず、座席を制限する 

 

○サービスの利用に際し条件を付すこと（障害のない者には付さない条件を付すこと） 

・航空旅行に関して特段の支障等がない利用者に対し、診断書の提出を求める 

 

なお、以下は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱いにはあたらないと考えられ

る事例です。 

・コミュニケーションに係る合理的配慮の提供に十分に努めた上で、緊急時等の客室乗務

員の安全に関する指示が理解できないおそれのある利用者に対して付き添いの方の同

伴を求める 

・特別なお手伝いが必要な場合に、緊急時を含め、十分なサービスを提供できるよう当日



71 

 

空港で状況の確認を含めた搭乗手続きに時間を要する 

・車椅子使用者および一般の利用者に円滑に搭乗・降機してもらうため、車椅子使用者に

対して、最初の搭乗および最後の降機を依頼する 

・国土交通省通達により、目、耳、言葉又は足が不自由な利用者もしくは身体障害者補助

犬を同伴される利用者等、緊急脱出時の援助者として行動することが困難と考えられ

る利用者に対して非常口座席の利用を制限する 

・食事・化粧室の利用などの介助が必要な利用者に対して、付き添いの方の同伴を求める。 

・包帯の交換や注射等医療行為は実施しない 

・定時性確保のため、搭乗手続きや保安検査に時間がかかることが予想される利用者には

早めに空港に来てもらう 

・使用機材、空港車両もしくは人員等の理由により、車椅子のサイズと重量が搭載の規定

範囲を超えていると判断される場合は、車椅子の受託を断る 

・空港要件（エレベーターの有無や天候、車椅子の重さなど）によって、飛行機のドア付

近での車椅子の受託ならびに返却を断る 

・短時間でのストレッチャーの着脱は不可能であるため、ストレッチャー使用者が希望さ

れる搭乗便の機材上の前後の便が満席であることを理由に、搭乗便の変更を依頼する 

・ストレッチャーの取り付け可能な空港が限られているため、搭乗便の変更を依頼する 

 

（２）合理的配慮の例 

○物理的環境への配慮 

・安全に関する案内について、視覚障害のある利用者に対して、個別に口頭にて案内を実

施する、もしくは点字によるパンフレットを用意する 

・障害のある利用者が化粧室に行く際に、移動を手伝う 

・障害のある利用者専用の窓口を設置する 

・膝を曲げることが困難な利用者に、可能な限り利用者の要望に沿った座席を用意する 

・調整可能な範囲で、車椅子を使用され、かつ階段の昇降ができない利用者の予約がある

場合は、ボーディングブリッジのあるスポット又はリフトカー等を準備する 

 

○意思疎通の配慮 

・聴覚障害あるいは言語障害のある利用者に対して、その障害の特性に応じたコミュニケ

ーション手段（メモや筆談ボードなど）を用いて対応する 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更 

・WEBサイトにて、障害のある利用者用の情報を分かりやすく掲載する 

・車椅子の貸し出しを行う 

・利用者自身で使用する車椅子は無料で預かる 
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・杖・松葉杖（先の尖ったものを除く）の機内の持ち込みを許可する 

・車椅子使用者に対して、一般の利用者に優先して搭乗を開始する 

・視覚障害のある利用者や握力の弱い利用者に対して、機内食の包装の開封を手伝う 

・人的対応が可能な場合で、利用者の状況により利用者の希望があれば、チェックインカ

ウンターから搭乗口へ、又は搭乗口から到着ロビーの間、係員が同行する 

・人的対応が可能な場合で、利用者の希望があれば、車椅子のサイズと重量が対応可能な

範囲内で、利用者自身の車椅子を搭乗口にて預かる 
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８ 不動産取引 

（１）不当な取扱いの例 

事業者が不動産取引を行うに際して、次のような取扱いをすることは「不当な差別的

取扱い」となるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○サービスの利用（仲介等）を拒否すること 

・物件一覧表に「障害者不可」と記載する 

・物件広告に「障害者お断り」として入居者募集を行う 

・宅地建物取引業者（以下「宅建業者」という。）が、障害のある人に対して、「当社は障

害者向け物件は取り扱っていない」として話も聞かずに門前払いする 

・宅建業者が、賃貸物件への入居を希望する障害のある人に対して、障害（身体障害、知

的障害、精神障害（発達障害及び高次脳機能障害を含む。）その他の心身の機能の障害

（難病に起因する障害を含む。））があることを理由に、賃貸人や家賃債務保証会社への

交渉等、必要な調整を行うことなく仲介を断る 

・宅建業者が、障害のある人に対して、「火災を起こす恐れがある」等の懸念を理由に、

仲介を断る 

・宅建業者が、一人暮らしを希望する障害のある人に対して、一方的に一人暮らしは無理

であると判断して、仲介を断る 

 

○サービスの利用を制限すること（場所・時間帯などの制限） 

・宅建業者が、車椅子で物件の内覧を希望する障害のある人に対して、車椅子での入室が

可能かどうか等、賃貸人との調整を行わずに内覧を断る 

 

○サービスの利用・提供に当たって、他の者とは異なる取扱いをすること 

・宅建業者が、障害のある人に対し、障害を理由とした誓約書の提出を求める 

・宅建業者が、障害のある人に対し、障害がない人には求めない保証人又は保証会社を求

めること 

 

（２）合理的配慮の例 

事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 
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ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 

 

○物理的環境への配慮の具体例 

・障害のある人が物件を探す際に、最寄り駅から物件までの道のりを一緒に歩いて確認し

たり、１軒ずつ中の様子を手を添えて丁寧に案内する 

・障害のある人の求めに応じて、バリアフリー物件等、障害のある人が不便と感じている

部分に対応している物件があるかどうかを確認する 

・物件案内時に、段差移動のための携帯スロープを用意する 

・物件案内時に、車椅子を押して案内をする 

・物件案内の際、肢体不自由で移動が困難な障害のある人に対し、事務所と物件の間を車

で送迎する 

・車椅子使用者のために、車椅子専用駐車場を確保する 

 

○意思疎通の配慮の具体例 

・障害のある人の状態に応じて、ゆっくり話す、手書き文字（手のひらに指で文字を書い

て伝える方法）、筆談を行う、分かりやすい表現に置き換える等、相手に合わせた方法

での会話を行う 

・種々の手続きにおいて、障害のある人の求めに応じて、文章を読み上げたり、書類の作

成時に書きやすいように手を添える 

・物件の案内や契約条件等の各種書類をテキストデータで提供する、ルビ振りを行う、書

類の作成時に大きな文字を書きやすいように記入欄を広く設ける等、必要な調整を行

う 

 

○ルール・慣行の柔軟な変更の具体例 

・物件のバリアフリー対応状況が分かるよう、写真を提供する 

・障害のある人の居住ニーズを踏まえ、バリアフリー化された物件等への入居が円滑にな

されるよう、居住支援協議会の活動等に協力し、国の助成制度等を活用して適切に改修

された住戸等の紹介を行う 
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９ 情報の提供・コミュニケーション 

（１）不当な取扱いの例 

障害のある人から情報の提供を求められた場合や障害のある人とコミュニケーショ

ンをとる場合に、事業者が、次のような取扱いをすることは「不当な差別的取扱い」と

なるおそれがあります。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、客観的にみて正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しない場

合があることにご留意ください。 

 

○情報の提供や意思の表示を受けることを拒否すること 

・障害があることを理由に説明会やシンポジウム等への出席を拒む 

・障害があることを理由に窓口対応を拒否する 

・知的障害のある人には分からないだろうと勝手に判断し、商品やサービスの説明を求め

られているのに応じない 

 

○情報の提供や意思の表示を受けることについて、制限したり、条件を付けたりすること 

・聴覚障害のある人が筆談でのやりとりを申し出たが、それを一律に断り、手話通訳者の

付き添いを要求する 

・盲ろう者が触手話によりコミュニケーションを行うために通訳・介助者の同席を求めた

が、それを断る 

 

（２）合理的配慮の例 

事業者は、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合には、次のような合理的配慮を提供することが求

められています。合理的配慮を提供する際には、障害のある人の性別、年齢、状態等に

十分に配慮することが必要です。 

ここに記載する事例はあくまでも例示であり、これに限られるものではありません。

また、ここに記載された事例であっても、事業者の事業規模等によっては過重な負担と

なる可能性があるため、事業者においては、法、基本方針及び本指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待されます。 

 

○合理的配慮と考えられる具体例 

・障害のある人の状態に応じて、ゆっくり話す、手書き文字（手のひらに指で文字を書い

て伝える方法）、筆談を行う、分かりやすい表現に置き換える等、相手に合わせた方法

での会話を行う 

・種々の手続きにおいて、障害のある人の求めに応じて、文章を読み上げたり、書類の作
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成時に書きやすいように手を添える 

・視覚障害者や盲ろう者に資料提供をする際、読み上げソフトや点字変換ソフトに対応で

きるよう電子データ（テキスト形式）で提供する 

・視覚障害者や盲ろう者に対し、会合や研修会で点字資料を提供したり、あらかじめデー

タ資料を提供したりする 

・拡大文字等で資料等を作成した際に、各々の媒体間でページ番号等が異なり得ることに

留意して使用する 

・聴覚障害のある人に対し、必要に応じて、手話通訳や要約筆記者を配置したり、必要な

情報や連絡事項等をメモに書いて渡したりする 

・知的障害者から申出があった際に、ゆっくり、丁寧に、繰り返し説明し、内容が理解さ

れたことを確認しながら対応する 

・言葉だけを聞いて理解することや意思疎通が不得手な障害のある人に対し、絵カードや

タブレット端末等のＩＣＴ機器を活用して意思を確認する 
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五 相談体制と紛争解決 

 

１ 相談対応 

県条例では、不当な差別的取扱いや合理的配慮の提供等について、障害のある人やそ

の家族等からの相談に応じるための体制整備について規定しています。 

 

○県条例 

（障害を理由とする差別に関する相談） 

第九条 障害のある人及びその家族その他の関係者は、県に対し、障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律第十四条の規定による障害を理由とする

差別に関する相談をすることができる。 

２ 県は、前項の相談があったときは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 相談者に対し、必要な助言及び情報提供を行うこと。 

二 当該相談に係る関係者間の必要な調整を行うこと。 

三 関係行政機関等への通知その他当該相談の処理のために必要な事務を行

うこと。 

（障害を理由とする差別に関する相談業務の委託） 

第十条 県は、前条第二項各号に掲げる業務を行わせるため、適当と認める者

に、当該業務の全部又は一部を委託することができる。 

２ 前項の規定による委託に係る業務に従事している者は、正当な理由がなく、

当該委託に係る業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。当該委託

に係る業務に従事する者でなくなった後においても、同様とする。 

 

相談者が相手方との間の調整を希望しない相談や、話を聞くことで解決する相談に

ついては、相談者に対して助言や情報提供等を行います。 

相談者が相手方との間の調整を希望する場合は、相手方に事実確認を行うなどの関

係者間の必要な調整を行うとともに、相談内容によっては、法務局や労働局などの関係

行政機関への通知などの問題解決のために必要な事務を行います。 

   県は、適当と認められる者に、これらの相談業務の全部又は一部を委託することがで

き、県から委託を受けた者には、相談業務に関して知り得た秘密について、守秘義務が

課せられます。 
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   なお、障害を理由とする差別に関する相談については、障害者差別解消法第１４条の

規定により、県だけではなく市町村でも対応しておりますので、お住まい近くの相談窓

口も利用することができます。 

 

２ 助言・あっせんでの紛争解決 

（１）助言又はあっせんの申立て 

相談では解決を図ることができない、事業者による障害を理由とする差別に関する

事案について、障害のある人やその家族その他の関係者は、知事に、事案の解決のため

に必要な助言又はあっせんの申立てをすることができます。 

 

○県条例 

（助言又はあっせんの申立て） 

第十一条 障害のある人及びその家族その他の関係者は、障害を理由とする差

別に関し、事業者による第八条第一項又は第二項に係る事案（以下「対象事案」

という。）について、第九条の相談を経ても当該対象事案の解決が見込めない

ときは、知事に対し、当該対象事案の解決のために必要な助言又はあっせんを

求める旨の申立てをすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、同項の申

立てをすることができない。 

一 対象事案が障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五年法律第百

二十三号）の規定に基づき紛争の解決を図ることができるものであるとき。 

二 同一の事案について、過去に前項の申立てをしたことがあるとき。 

三 対象事案が発生した日（継続する行為にあっては、その行為が終了した

日）から三年を経過したものであるとき（その期間内に前項の申立てをしな

かったことにつき正当な理由がある場合を除く。）。 

四 障害のある人の家族その他の関係者が前項の申立てをする場合におい

て、当該申立てをすることが当該障害のある人の意に反するとき。 

 

ただし、その事案が以下の場合に当てはまる場合は申立てすることができません。 

 

① 申立ての事案が、障害者雇用促進法の規定に基づき紛争の解決ができる場合は、同
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法に基づき雇用分野の特性を踏まえた紛争解決ができることから、条例の助言・あっ

せんでの紛争解決の対象外としています。（第１号） 

 

② 同一の事案について、過去に助言又はあっせんの申立てを行ったことがあるとき

は、紛争を一回の手続きで解決し、蒸し返しを防ぐ観点から再度の助言又はあっせん

の申立てはできません。（第２号） 

  「同一の事案」に該当するかは、「当事者が同一」であることと、「事案が同一」で

あることの２つの要件を満たすかで判断します。 

  「当事者が同一」であるかは、助言又はあっせんの申立てを行った者と、その相手

方である事業者が同一であるかで判断します。 

  「事案が同一」であるかは、当該事案が発生したとされる時間、場所、障害を理由

とする差別の内容が同一であるかで判断します。たとえ、障害を理由とする差別の内

容が同一であったとしても、時間や場所が異なるものは、事案が同一とはなりません

（別の事案となります）。 

  なお、過去に助言又はあっせんの申立てを行ったことがある事案について、新たな

事実が発覚したことにより、以前に申立てが行われたときとは異なる内容の差別が

あったと認められる場合も、事案が同一とはなりません。 

 

③ 申立ての事案が、当該事案の発生日（継続する行為にあっては、その行為の終了し

た日）から３年を経過したものであるとき（その間に申立てをしなかったことにつき

正当な理由がある場合を除く。）は、助言又はあっせんの申立てができません。（第３

号） 

  これは、対象事案の発生から時間が経過すると事実の確認が困難になるとともに、

民法上、不法行為の消滅時効は３年とされているためです。 

助言又はあっせんの申立てがなされると、その申立てに係る事案について事実の

調査を行うことになりますが、不法行為の消滅時効である３年を経過した事実につ

いての調査協力義務を事業者に課すことは、事業者に対して過度な負担を求めるこ

とになるため、原則として、発生から３年を経過した対象事案については、助言又は

あっせんの対象外としております。 

ただし、申立人が入院治療している場合など、期間の経過がやむを得ない場合は、

「正当な理由がある場合」に該当し、３年を経過していても申立てできます。 

 

（２）事実の調査 

助言又はあっせんの申立てがあった場合は、知事は、その申立てのあった事案につい

て、事実の調査を行います。 
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○県条例 

（事実の調査） 

第十二条 知事は、前条第一項の申立てがあったときは、当該申立てがあった対

象事案に係る事実の調査を行うものとする。 

２ 前項の対象事案の当事者（当該対象事案に関し、前条第一項の申立てをした

者及び第八条第一項又は第二項の規定に違反する行為をしたとされる事業者

をいう。以下同じ。）その他の関係者（以下「対象事案関係者」という。）は、

正当な理由がある場合を除き、前項の調査に協力しなければならない。 

 

知事が行う事実の調査について、助言又はあっせんの申立てのあった事案の関係者

は正当な理由がある場合を除き、調査に協力する義務を負います。 

調査に当たっては、申立人の認識と事業者の認識に食い違いがないか等の事実関係

を確認するとともに、事業者があっせんによる解決を望むか、その意向を確認し、あっ

せんによる紛争解決が見込めるか探ります。 

これは、当事者間の事実関係の認識に大きな隔たりがあり、当事者の互譲による妥協

の余地が全くない場合や、事業者があっせんによる事案の解決を望まない場合は、あっ

せんによる紛争解決は適さないためです。 

なお、「正当な理由がある場合」とは、法令に特段の定めがある場合、医師、弁護士

等が職務上知り得た秘密について守秘義務に基づき調査を拒否する場合、入院治療が

必要な場合、又は災害、交通や通信の途絶等、調査対象者の責めによらない外的事情に

より調査に応じることができない場合をいいます。 

 

（３）助言又はあっせん 

知事は、調査の結果に基づき、当事者に対して事案の解決のための助言を行うことで

解決が見込める場合は助言を行います。 

また、助言ではなく、あっせん案を提示することが事案の解決に資する場合は、調整

委員会（以下「委員会」という。）にあっせんを行うよう求めます。 

 

 

 

 

 

 

○県条例 

（助言又はあっせん） 

第十三条 知事は，前条第一項の調査の結果に基づき，必要があると認めると

きは，当事者に対し，その対象事案の解決のための助言を行い，又は宮城県

障害を理由とする差別の解消のための調整委員会（以下本条及び次条におい
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条例のあっせんは、障害を理由とする差別の解消に向けて、委員会が申立人と事業者

の間に入り、あっせん案を提示して両当事者の合意の成立に向けて協力することによ

り、紛争の迅速な解決を図る制度です。 

委員会は、知事からあっせんの求めがあった場合は、申立てのあった事案を解決する

ためあっせんを行います。あっせんは、当事者が互いに譲歩することが期待できるよう

な紛争をその対象とするものであり、また、あっせんによる紛争の解決を当事者に強制

するものではありません。 

そのため、事案の性質上、当事者の互譲による妥協の余地が全くない場合や、事業者

があっせんではなく裁判等、他の手段による紛争の解決を望む場合は、あっせんを行う

ことは適当ではありません。 

委員会は、あっせんのために必要があると認めるときは、関係者に対して、説明や資

料の提出を求めたり、その他の必要な調査を行うことができます。 

て「委員会」という。）にあっせんを行うよう求めるものとする。 

２ 委員会は，前項の規定によるあっせんの求めがあったときは，その対象事

案を解決するため，あっせんを行うものとする。ただし，委員会が，当該対

象事案の性質上あっせんを行うことが適当でないと認めるときは，この限り

でない。 

３ 委員会は，あっせんのために必要があると認めるときは，第一項の規定に

よるあっせんの求めがあった対象事案に係る対象事案関係者に対し，説明又

は資料の提出を求めることその他の必要な調査を行うことができる。 

４ 委員会は，必要があると認めるときは，知事に前項の調査の全部又は一部

を行わせることができる。 

５ 対象事案関係者は，正当な理由がある場合を除き，第三項の調査（前項の

規定により知事がその全部又は一部を行う場合を含む。次条において同じ。）

に協力しなければならない。 

６ 委員会は，第一項の規定によるあっせんの求めがあった対象事案の解決に

必要なあっせん案を作成し，これを当事者に提示するものとする。 

７ あっせんは，次の各号のいずれかに該当したときは，終了する。 

一 あっせんにより対象事案が解決したとき。 

二 あっせんによっては対象事案の解決の見込みがないと認めるとき。 

８ 委員会は，第二項ただし書の規定によりあっせんを行わないこととしたと

き又は前項の規定によりあっせんを終了したときは，当事者にその旨を通知

するとともに，知事に第一項の規定によるあっせんの求めへの対応の結果を

報告するものとする。 
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なお、これらの調査の過程において、申立人と事業者の主張に大きな隔たりがあった

り、事実関係を確認することができないことが判明した場合等、あっせんを行うことが

適当でないと認められる場合には、あっせんは行いません。 

申立てのあった事案の関係者は、知事が行う事実の調査の場合と同様に、正当な理由

がある場合を除き、委員会の行う調査に協力する義務を負います。 

委員会は、調査の結果に基づき、申立てのあった事案の解決に必要なあっせん案を作

成し、これを当事者に提示します。 

申立人と事業者の双方があっせん案を受諾した場合には、民法上の和解が成立した

こととなり、あっせんは終了します。 

また、申立人と事業者の一方又は双方においてあっせん案を受諾しない場合には、あ

っせんによっては申立てのあった事案の解決の見込みがないと認められ、この場合も

あっせんは終了します。 

委員会は事案の性質上、あっせんを行わないこととしたときや、あっせんを終了した

ときは、申立人と事業者にその旨を通知するとともに、知事にも対応結果を報告します。 

 

（４）勧告 

   障害を理由とする差別の解消についての実効性を担保するために、条例では知事に

よる勧告の規定を設けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   委員会は、知事に対し、以下のいずれかに該当する場合は、事業者に対して必要な措

置を講ずるよう勧告することを求めることができます。 

○県条例 

（勧告） 

第十四条 委員会は，知事に対し，次の各号のいずれかに該当する場合は，事

業者に対して障害を理由とする差別の解消に必要な措置を講ずるよう勧告す

ることを求めることができる。 

一 前条第二項の規定によりあっせんを行った場合において，当該事業者が，

正当な理由がなく，あっせん案を受諾せず，又は受諾したあっせん案に従

わないとき。 

二 当該事業者が，正当な理由がなく前条第三項の調査を拒んだとき。 

三 当該事業者が，前条第三項の調査に対し，虚偽の資料を提出し，又は虚

偽の説明を行ったとき。 

２ 知事は，前項の規定による勧告の求めがあった場合において，必要がある

と認めるときは，当該事業者に対して障害を理由とする差別の解消に必要な

措置を講ずるよう勧告することができる。 
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① 事業者が、正当な理由がないにも関わらず、あっせん案の受諾を拒否した場合や、

受諾したあっせん案に従わない場合は、勧告の対象となります。（第１号） 

  委員会が提示するあっせん案は、その受諾を事業者に強いるものではありません

が、正当な理由がないにも関わらず、あっせん案を受諾しない場合は、勧告の対象と

することにより、あっせんによる紛争解決の実効性を担保しています。 

「正当な理由」とは、事業者が廃業する場合など、あっせん案に従うことのできな

いやむを得ない事情等がある場合をいいます。 

 

② 事業者が、正当な理由なく、委員会による説明や資料の提出の求めや、その他の調

査を拒んだときは、勧告の対象となります。（第２号） 

  「正当な理由」とは、法令に特段の定めがある場合、医師、弁護士等が職務上知り

得た秘密について守秘義務に基づき調査を拒否する場合、入院治療が必要な場合、又

は災害、交通や通信の途絶等、調査対象者の責めによらない外的事情により調査に応

じることができない場合が該当します。 

 

③ 事業者が、委員会による説明や資料の提出の求めに対し、虚偽の資料を提出したり、

虚偽の説明を行ったときは、勧告の対象となります。（第３号） 

 

（５）公表 

   知事は、勧告を受けた事業者が正当な理由なく勧告に従わないときは、その旨を公表

することができます。「正当な理由」とは、勧告を受けた事業者が廃業する場合など、

勧告に従うことのできないやむを得ない事情等がある場合をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この条例に基づく事実の公表は、行政手続条例第２条第５号に定義する不利益処分

には該当しませんが、慎重に行うべきものであることから、意見の聴取を行うよう定め

○県条例 

（事実の公表） 

第十五条 知事は，前条第二項の規定による勧告を受けた事業者が正当な理由

がなく当該勧告に従わないときは，その旨を公表することができる。 

２ 知事は，前項の規定による公表をしようとするときは，当該公表の対象と

なる事業者に対し，あらかじめ，その旨を通知し，当該事業者又はその代理

人の出席を求めて，意見の聴取を行わなければならない。ただし，これらの

者が正当な理由がなく意見の聴取に応じないときは，この限りでない。 
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ています。 

なお、正当な理由とは、入院治療が必要な場合、又は災害、交通や通信の途絶等、事

業者の責めによらない外的事情により意見の聴取に応じることができない場合が該当

します。 
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六 資料 

１ 相談窓口 

（１）障害を理由とする差別に関する県の相談窓口 

① 宮城県障害者差別相談センター 

（兼宮城県権利擁護センター） 

障害を理由とする差別に関する県の総合相談窓口です。 

電話：（０２２）７２７－６１０１ 

ファックス：（０２２）７２７－６１０２ 

電子メール：kenriyougo@iris.ocn.ne.jp 

受付時間：午前９時から午後５時まで（土日祝日及び年末年始を除く。） 

※時間外は、留守番電話、ファックス及び電子メールで対応 

 

② 宮城県保健福祉部障害福祉課企画推進班 

電話：（０２２）２１１－２５３８ 

ファックス：（０２２）２１１－２５９７ 

電子メール：syoufukup@pref.miyagi.lg.jp 

受付時間：午前８時３０から午後５時１５分まで（閉庁日を除く。） 

※時間外は、ファックス及び電子メールで対応 

 

（２）生活全般にわたる様々なことに関する相談窓口 

   障害者でんわ相談室 

   障害者でんわ相談室では、障害のある方が地域で自立した生活が送れるよう、身体の

危害や財産の侵害に関すること、家族や職場での人間関係など、生活全般にわたる様々

な相談に応じています。 

   電話：（０２２）２９６－５０５３※ファックス共用 

   受付時間：正午から午後５時まで 

        日曜日、月曜日 精神障害のある方の相談日 

        水曜日、木曜日 身体障害のある方の相談日 

        金曜日、土曜日 知的障害のある方の相談日 

        ※時間外、火曜日、祝日及び年末年始は留守番電話及びファックスで対応 

 

 

 

 

 

mailto:kenriyougo@iris.ocn.ne.jp
mailto:syoufukup@pref.miyagi.lg.jp
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（３）障害を理由とする差別に関する県内市町村の相談窓口 

市町村 電 話 Ｆ Ａ Ｘ メ ー ル 

仙台市 仙台市障

害者虐待

防止・差

別解消相

談ダイヤ 

022-214-8551 

（24時間 365

日） 

022-214-8552 fuk05330@city.sendai.jp 

石巻市 障害福祉

課  
0225-95-1111  0225-22-6610  ishandwelf@city.ishinomaki.lg.jp  

塩竈市 生活福祉

課  
022-364-1131  022-366-7167  syogaifukushi@city.shiogama.miyagi.jp  

気仙沼

市 

社会福祉

課 
0226-22-6600 0226-22-1141 fukushi@kesennuma.miyagi.jp 

白石市 福祉課 0224-22-1400 0224-26-2699 fukushi@city.shiroishi.miyagi.jp 

名取市 社会福祉

課 
022-384-2111 022-384-2101 fukushi-syogai@city.natori.lg.jp 

角田市 社会福祉

課 
0224-61-1185 0224-63-3975 syafuku@city.kakuda.lg.jp 

多賀城

市 

社会福祉

課 
022-368-1141 022-368-1747 syougai@city.tagajo.lg.jp 

岩沼市 社会福祉

課 
0223-22-1111 0223-24-0406 shougai-fukushi@city.iwanuma.lg.jp 

登米市 生活福祉

課 
0220-58-5552 0220-58-2375 seikatufukusi@city.tome.miyagi.jp 

栗原市 社会福祉

課 
0228-22-1340 0228-22-0340 shakaifukushi@kuriharacity.jp 

東松島

市 

高齢障害

支援課 
0225-82-1111   0225-82-1392 syofuku@city.higashimatsushima.lg.jp 

大崎市 社会福祉

課 
0229-23-2167 0229-23-2418 shafuku@city.osaki.miyagi.jp 

富谷市 地域福祉

課 
022-358-3294 022-358-9915 chiikihukushi@tomiya-city.miyagi.jp 

蔵王町 保健福祉

課 
0224-33-2003 0224-33-2988 hofuku@town.zao.lg.jp 

七ヶ宿

町 

健康福祉

課 
0224-37-2331 0224-37-2340 shichi52@town.shichikashuku.miyagi.jp 
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大河原

町 

福祉課 
0224-53-2115  0224-53-3818 syo-fuku@town.ogawara.lg.jp 

村田町 健康福祉

課 
0224-83-6402 0224-83-2952 mura-fuk@town.murata.lg.jp 

柴田町 福祉課 0224-55-5010  0224-55-4172 welfare@town.shibata.lg.jp 

川崎町 保健福祉

課 
0224-84-6008 0224-84-6090 kawa-fuku@muse.ocn.ne.jp 

丸森町 保健福祉

課 
0224-72-2115 0224-87-7189 syakaifukushi@town.marumori.miyagi.jp 

亘理町 福祉課 0223-34-1114 0223-34-1361 fukushi1@town.watari.lg.jp 

山元町 保健福祉

課 
0223-37-1113 0223-37-4144 

hokenfukushi.f@town.miyagi-

yamamoto.lg.jp 

松島町 町民福祉

課 
022-354-5706 022-353-2041 fukushi@town.matsushima.miyagi.jp 

七ヶ浜

町 

地域福祉

課 
022-357-7449 022-357-2118 shougai@shichigahama.com 

利府町 保健福祉

課 
022-356-1334 022-356-1303 fukushi406@rifu-cho.com 

大和町 健康支援

課 
022-345-4857 022-345-7240 kenkou@town.taiwa.miyagi.jp 

大郷町 保健福祉

課 
022-359-5507 022-359-3287 hoken@town.miyagi-osato.lg.jp 

大衡村 健康福祉

課 
022-345-0253 022-345-6630 fukushi@vill.ohira.lg.jp 

色麻町 保健福祉

課 
0229-66-1700 0229-66-1717 fukushi@town.shikama.miyagi.jp 

加美町 保健福祉

課 
0229-63-7871 0229-63-7873 syougai-fukushi@town.kami.miyagi.jp 

涌谷町 福祉課 0229-43-5111  0229-43-5717 gr-chiiki@town.wakuya.miyagi.jp 

美里町 小牛田地

域障害者

相談支援

センター  

0229-33-2511 0229-33-2511  ru-bu-misato@feel.ocn.ne.jp 

障害者相

談支援セ
0229-58-2877 0229-58-3650 hinagiku@iaa.itkeeper.ne.jp 
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２ 障害を理由とする差別に関する国のポータルサイト 

内閣府が開設する障害者の差別解消に向けた理解促進ポータルサイトでは、障害者差

別解消法の制度概要や不当な差別的取扱い・合理的配慮の提供の例、障害者差別解消に関

する事例データベース等を掲載しています。 

  URL：https://shougaisha-sabetukaishou.go.jp/ 

 

3 障害のある人に関するマーク 

障害のある人等に関する各種のマークや標識は、障害のある人に対応した設備や取組、

ルールなどが存在することを示したり、障害のある人等が支援を必要としていることを

伝えたりするものです。 

 

  

 

障害者のための国際シンボルマーク 

障害のある人が利用できる建物、施設であることを明確に

表すための世界共通のシンボルマークです。 

駐車場などでこのマークを見かけた場合には、障害のある

人の利用への配慮について、御理解、御協力をお願いいたし

ます。 

※このマークは「すべての障害のある人を対象」としたもの

です。特に車椅子を利用する障害のある人に限定し、使用

されるものではありません。 

 

 

  

 

盲人のための国際シンボルマーク 

世界盲人連合で、１９８４年に制定された盲人のための世

界共通のマークです。視覚障害者の安全やバリアフリーに考

慮された建物、設備、機器などに付けられています。信号機

や国際点字郵便物・書籍などで身近に見かけるマークです。 

このマークを見かけた場合には、視覚障害者の利用への配

慮について、御理解、御協力をお願いいたします。 

ンターひ

なぎく 

女川町 健康福祉

課 
0225-54-3131 0225-53-5482 fukushi2@town.onagawa.lg.jp 

南三陸

町 

保健福祉

課 
0226-46-2601 0226-46-4587 fukushi@town.minamisanriku.miyagi.jp 

https://shougaisha-sabetukaishou.go.jp/
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「白杖ＳＯＳシグナル」普及啓発シンボルマーク 

白杖を頭上に掲げている視覚障害者を見かけたら進んで

支援しようという「白杖ＳＯＳシグナル」運動を啓発するマ

ークです。 

白杖によるＳＯＳのシグナルを見かけたら、進んで声をか

け、困っていることなどを聞き、サポートするよう御理解、

御協力をお願いいたします。 

 

 

  

 

耳マーク 

聞こえが不自由なことを表すマークです。聴覚障害者は見

た目には分からないために、誤解されたり、不利益をこうむ

ったり、社会生活上で不安が少なくありません。 

このマークを提示された場合は、相手が「聞こえない」こ

とを理解し、コミュニケーションの方法への配慮について御

協力をお願いいたします。 

 

 

  
 

オストメイトマーク 

人工肛門・人工膀胱を造設している人（オストメイト）の

ための設備があることを表しています。オストメイト対応の

トイレの入口・案内誘導プレートに表示されています。 

このマークを見かけた場合には、そのトイレがオストメイ

トに配慮されたトイレであることについて、御理解、御協力

をお願いいたします。 
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ハート・プラスマーク 

身体内部（心臓、呼吸機能、じん臓、膀胱・直腸、小腸、

肝臓、免疫機能）に障害がある人を表しています。身体内部

に障害がある人は外見からは分かりにくいため、様々な誤解

を受けることがあります。内部障害の方の中には、電車など

の優先席に座りたい、近辺での携帯電話使用を控えて欲し

い、障害者用駐車スペースに停めたい、といったことを希望

していることがあります。 

このマークを着用されている方を見かけた場合には、内部

障害への配慮について御理解、御協力をお願いいたします。 

 

 

    

 

ヘルプマーク 

人工関節を使用している方、内部障害や難病の方など、外

見からは分からなくても配慮や手助けを必要としている方

が身につけるマークです。 

このマークを見かけた場合は、電車内で席をゆずる、困っ

ているようであれば声をかける等、思いやりのある行動をお

願いします。 

 

 

   

 

ほじょ犬マ－ク 

身体障害者補助犬同伴の啓発のためのマークです。身体障

害者補助犬とは、盲導犬、介助犬、聴導犬のことを言います。

「身体障害者補助犬法」が施行され、現在では公共の施設や

交通機関はもちろん、デパートやスーパー、ホテル、レスト

ランなどの民間施設でも身体障害者補助犬が同伴できるよ

うになりました。 

補助犬はペットではありません。体の不自由な方の、体の

一部となって働いています。社会のマナーもきちんと訓練さ

れており、衛生面でもきちんと管理されています。 

お店の入口などでこのマークを見かけたり、補助犬を連れ

ている方を見かけた場合は、御理解、御協力をお願いいたし

ます。 
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手話マーク 

「手話で対応します」「手話でコミュニケーションできる

人がいます」ということを表すマークです。 

行政機関、公共施設、民間施設及び交通機関等の窓口等へ

の掲示や、緊急災害時の支援者が身に着けるビブスなどに掲

示されます。 

また、聴覚障害者自身がコミュニケーションの配慮を求め

るときなどに提示されます。 

 

 

  

 

筆談マーク 

「筆談で対応します」ということを表すマークです。 

行政機関、公共施設、民間施設及び交通機関等の窓口等へ

の掲示や、緊急災害時の支援者が身に着けるビブスなどに掲

示されます。 

また、聴覚障害者自身がコミュニケーションの配慮を求め

るときなどに提示されます。 

 

 

  

 

身体障害者標識 

肢体不自由であることを理由に免許に条件を付されてい

る方が運転する車に表示するマークです。このマークをつけ

た自動車に無理な幅寄せや追い越しをすると交通違反にな

ります。 

 

 

  

 

聴覚障害者標識 

聴覚障害であることを理由に免許に条件を付されている

方が運転する車に表示するマークです。このマークをつけた

自動車に無理な幅寄せや追い越しをすると交通違反になり

ます。 
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宮城県適合マーク 

「だれもが住みよい福祉のまちづくり条例」の整備基準に

適合している公益的施設（不特定かつ多数の方が利用する施

設）について、施設所有者の方などの請求に基づき交付して

います。 

このマークは、高齢の人や障害のある人だけでなく、「だ

れもが利用しやすい施設」であることをお知らせするマーク

です。 

 

 

  

 

  

 

ゆずりあい駐車場利用制度のマーク 

ゆずりあい駐車場制度は、車椅子マーク駐車場を必要とし

ている人が、より使いやすく、安心して使えるようにした制

度で、このマークは、駐車場が制度の対象区域であることを

示すものです。 

この区域を利用する場合は、利用証を車内のルームミラー

にひっかけるなどして掲示します。 

この利用証は、車椅子を使用している人、体の不自由な人、

妊娠中の人など、歩くことが大変な人が宮城県に申し込むこ

とで、利用証を受け取ることができます。 

＜利用証＞ 

     

 

 

 

 


